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実績の評価について

実績の評価は、数値目標のあるものについては、

（実績値－現状値）÷（目標値－現状値）×１００（％）

の計算式により算出された値を次の表に当てはめて、４区分で行っている。

区分 算出値

Ａ １００％以上

Ｂ ８０％以上１００％未満

Ｃ ５０％以上８０％未満

Ｄ ５０％未満

数値目標のないものについては、「取組の内容」、「取組の成果」、「所管課における

一次評価」等を総合的に勘案し、上記の表に準じて判定している。
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Ⅰ 市町村・民間との協働や連携

１ 市町村との協働、連携の推進

（１）秋田県・市町村協働政策会議の設置及び運営 一連番号 １

所 管 課 市町村課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 協働政策会議の開催 ■ ５月と１０月の総会において、次の事項等について協議し、
５月と１０月に総会を開催し、 それぞれの取組を進めることを確認しました。

県と市町村の機能合体や協働で取 県としては、機能合体の推進や新たな道路ネットワークの協
り組むべき政策等を審議します。 働、ＶＰＤワクチン接種の推進など県市町村協働の取組を進め
県としては、特に、市町村との ることを積極的に提案しました。

機能合体や政策連携について積極 ＜５月＞
的に提案します。 ①平成２２年度の機能合体の取組

②地域主権改革
③地域医療の確保
④不法投棄への対応等
⑤農林業分野における雇用確保

＜１０月＞
①県と市町村の機能合体
②市町村の基幹系システムの在り方
③米粉用米及び米粉商品の販路拡大
④道路利用者の視点に立った新たな道路ネットワークの協働
⑤ＶＰＤワクチン接種の推進

◎ 地域会の開催 ■ 知事と県北地域９市町村長が参加し、能代市において県北地
知事と特定地域の市町村長とで 域会を開催しました。（８月）

地域課題等について協議する地域 ＜主な協議事項＞
会の開催に向けて市町村と調整を ①大館能代空港の利用促進
進めます。 ②環境・資源リサイクル産業の立地環境整備

③観光客誘致の取組
④少子化対策に対応した協働の結婚しやすい環境づくり
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（２）事務事業の共同化、一体化を図る機能合体等の推進 一連番号 ２

所 管 課 市町村課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 新たな機能合体に向けた取組 ■ 庁内に「機能合体等推進会議」を設置し、「分権時代における
庁内に「機能合体等推進会議」 県・市町村協働の地域づくり推進方針」に基づく県と市町村と

を設置し、平鹿地域振興局と横手 の機能合体や協働の推進方法等について、協議を行いました。（４
市をモデルとした機能合体の研 月）
究、事務所の相互利用の推進など、
新たな機能合体に向けた取組を推 ■ 平鹿地域振興局と横手市との機能合体に関する研究会報告書
進します。 をとりまとめ（９月）、２３年度から横手市の関係部局が平鹿地

域振興局に入居し、事務事業を共同化・一体化するなど機能合
体の取組を実施することとしました。
・観光商工分野・農林分野の県・市のワンフロア化、一部業務
移管

・健康・福祉・環境分野の協議会等の共同開催、一部業務移管
・建設分野における道路の共同パトロール、建築確認の事務の
権限移譲を前提としたワンフロア化

■ 県、北秋田市及び仙北市による秋田内陸活性化本部を北秋田
市阿仁庁舎に設置し（４月）、内陸線利活用や内陸地域の活性化
に取り組みました。

■ 大仙市の建築確認業務部署の仙北地域振興局内への配置（４
月）、市町村職員が出張時に利用できるコーナーの東京事務所へ
の設置（８月）など事務所の相互利用を促進しました。

■ 県の電子入札システムの市町村共同利用を実施しました（大
仙市、由利本荘市）。（１１月～）

◎ 既定７分野の取組 ■ 既定７分野の取組内容は次のとおりです。
観光振興、地方税徴収対策、Ｗ ① 観光振興

ＥＢ会議システムなど７分野につ ・角館駅前に県、仙北市などが共同で運営するツーリスト・イ
いて、機能合体の取組を推進しま ンフォメーション・センターを設置（４月）し、広域観光案
す。 内の充実や着地型商品の開発に取り組みました。

・県内各地域において、県、関係市町村等をメンバーとする研
究会等を開催し、２３年度以降の機能合体組織の設置や事業
実施に向けた検討を進めました。（通年）

② 地方税徴収対策
県と全市町村による「秋田県地方税滞納整理機構」を設立し

ました。（４月）
また、事務局及び実働を担う組織として、県職員及び市町村

派遣職員で構成する「徴収特別対策室」を設置し、市町村から
の引き継ぎ事案について、滞納処分（差押え）を執行するなど、
滞納整理を進めました。

③ ＷＥＢ会議システム（各種相談業務等）
県内８市町村（能代市、男鹿市、北秋田市、小坂町、藤里町、

三種町、八峰町、東成瀬村）と県の相談機関をオンラインで接
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続し、消費生活、福祉、定住等の各種相談が可能となったほか、
行政間の各種ヒアリングなどに活用しました。（５月～）

④ 消費生活相談
平成２３年４月からの開設に向け、県生活センターの北部消

費生活相談室を大館市（旧正札竹村ﾋﾞﾙ）に、南部消費生活相談
室を横手市（平鹿地域振興局内）に設置しました。また、新た
な相談体制に向け、県・市町村職員の研修計画の策定に向けた
調整を行いました。（３月）

⑤ 職員研修
県と市町村が企画段階から協議するため、６月に実施した

２５市町村を対象としたアンケート等を踏まえ、「第１回秋田県
職員及び市町村職員研修に関する協議会」を開催しました。（８
月）
その後、２回のワーキンググループで研修カリキュラムを検

討し、第２回協議会（１０月）を経てカリキュラムを決定しま
した。県・市長会・町村会の間で、研修に関する基本協定を締
結しました。（３月）

⑥ 下水道
・生活排水処理に関して県と市町村との協働事業を推進する「秋
田県生活排水処理事業連絡協議会」を開催しました。（４月）

・八郎湖の水質保全対策として、八郎湖流域内の農業集落排水
施設を県流域下水道に接続しました。（２２年度は１地区で実
施、２４年度に７地区で実施予定）
・秋田市のし尿処理場からの汚水を２４年度に県流域下水道に
接続するための手続きに着手しました。（８月～）

・汚水・汚泥処理の広域共同化のための可能性調査を実施しま
した。（１０月～）

⑦ 道路維持管理
・県と市町村の交換除雪を拡大実施しました。（１１月～）

21年度 22年度
県が市町村道を除雪 71.5km → 75.2km（+ 3.7km）
市町村が県管理道路を除雪 51.9km → 63.7km（+11.8km）

・国県道と市町村道の道路パトロールを一体化する路線を選定
し、試行しました。（９月～）
平成 22年度の対象路線延長 64.6km
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２ 市町村・民間との役割分担

（１）市町村に対する権限移譲の推進 一連番号 ３

所 管 課 市町村課 評価結果 Ｃ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 市町村への権限移譲の推進に関 ■ 多くの市町村が受け入れている項目や住民の利便性向上に資
する条例による権限移譲の推進 する重点項目、及び地方分権推進委員会第１次勧告で基礎自治
市町村に対して新規移譲事務の 体に権限移譲すべき事務とされ、県の権限移譲条例で既に対象

受入れを働きかけます。 となっている事務について、各市町村への個別訪問を通して積
極的な受入れを働きかけました。（４～１１月）

◎ 権限移譲に伴う各種サポートの
充実
・権限移譲サポーター制度の創設 ■ 権限移譲サポーター制度の創設（４月）により、受入れ後も
・人的支援 市町村が必要に応じて事務ごとに県に相談し、円滑な事務執行

ができるような体制を整備しました。
また、職員派遣については、昨年度まで派遣していた５団体

に加えて、新たに大仙市へ職員を派遣しました。（通年）

・財政的支援 ■ 財政的支援に係る算定根拠を提示するとともに、受入れ準備
及び移譲事務の処理に要する経費として、２５市町村に権限移
譲推進交付金を交付しました。（４～１２月）

・情報提供等 ■ 条例による権限移譲と併せ、地域主権改革による法定移譲事
務を含めた説明会を実施（８、９月）したほか、個別事務説明
会を各市町村で開催しました。（７～１０月）

（「権限移譲率」の評価がＣとなった理由）
地域主権に係る「一括法」の成立が遅れ、計画策定時に想定

していた国からの法定移譲が計画どおりに進まなかった等によ
り、目標に達しませんでした。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■権限移譲率 目 標 46.5 55.0 70.0 73.0 75.0

％ 実 績 （２１年度） 52.0

評 価 Ｃ



- 5 -

（２）県有施設の市町村・民間への譲渡の推進 一連番号 ４

所 管 課 観光課 県民文化政策課 福祉政策課 スポーツ振興課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県有観光施設の譲渡に向けた交 ■ 春から秋にかけて、県有宿泊施設の秋の宮山荘、サンルーラ
渉の実施 ル大潟及び仁賀保高原サイクリングロード、由利高原オートキ
対象観光施設について地元自治 ャンプ場について、地元自治体と譲渡交渉を実施しましたが、

体等と譲渡に向けた協議を実施し 合意には至っていません。
ます。

◎ 湯沢雄勝広域交流センターの譲 ■ 平成２２年３月１８日に地元自治体と契約を交わし、平成
渡 ２２年４月１日をもって譲渡が完了しました。

◎ 県有社会福祉施設の譲渡・貸与 ■ 譲渡・貸与に関する基本方針や施設ごとの課題等を整理・
・譲渡・貸与に関する検討を行い 検討し、以下のような基本方針を定めました。（４月～６月）
ます。 ・社会福祉法人「秋田県社会福祉事業団」に無償譲渡

水林通勤寮
・社会福祉法人「秋田県社会福祉事業団」に無償貸与

心身障害者コロニー、身体障害者更生訓練センター、
阿桜園、高清水園、南部老人福祉総合エリア（養護老人
ホーム、軽費老人ホーム）

・指定管理を継続
北部老人福祉総合エリア、中央地区老人福祉総合エリア、
南部老人福祉総合エリア（コミュニティセンター、老人
専用マンション）

・譲渡・貸与予定先との協議及び ■ 譲渡・貸与予定先である社会福祉法人「秋田県社会福祉事業
譲渡・貸与に向けた事務手続き 団」との協議を進めるとともに、平成２３年４月からの円滑な
を実施します。 実施に向け、関連議案の議決、契約締結等の事務手続きを進め

ました。（７月～３月）

◎ 地域活性化施設の譲渡に向けた ■ 能代山本スポーツリゾートセンター（通称：アリナス）及び
働きかけと譲渡条件、問題点等の 大館樹海ドームについて、地元自治体等に対し無償譲渡を申し
検討 入れました。（７月）
・地元自治体等へ譲渡受入れの働 地元自治体からは、譲渡後も引き続き、大規模補修を県が行
きかけを行います。 うことであれば譲り受けを検討する旨の考えを示されています

・地元自治体の意向を踏まえ、譲 が、その場合、運営や維持管理に関しては実質的に現状と変わ
渡条件、問題点等を検討します。 らないことから、県・地元自治体等双方の行財政改革につなが

るような譲渡の条件について、引き続き検討を行いました。
（～３月）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県有施設の譲渡又は貸与の 目 標 １ １ ８ １ １

実施施設数 施設 実 績 （２１年度） １

評 価 Ａ
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（３）アウトソーシングの推進 一連番号 ５

所 管 課 総務課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ アウトソーシングに向けた事務 ■ 総務省で取りまとめている「集中改革プランの取組状況」に
事業の点検 より、他の都道府県で民間委託の実績のある事務事業を抽出し、
「民間で実績のあるものは何か」 本県でのアウトソーシングの可能性を重点的に検討した結果、
という観点で県の事務事業を点検 以下の結論となりました。
し、アウトソーシングを検討しま ○新たに委託したもの
す。 がん対策普及啓発業務、ダム管理事務所警備業務等１６件
特に他県や市町村においてアウ ○委託を拡大すべきもの（全て一部実施済み）

トソーシングしている事務事業に 道路維持補修・清掃等業務、学校給食調理業務、
ついて、重点的に検討します。 学校用務員事務

○委託に比べ非常勤職員等で対応した方がコスト面で優れてい
るなどの理由から現状維持とすべきもの
税催告業務、受付・案内業務、文書発送業務、総務業務等

◎ 秋田県版協働化テストの実施 ■ 昨年度の実施結果を踏まえ、アウトソーシングの実現に向け
平成２１年度に実施した秋田県 た具体策を検討しました。

版協働化テストの結果を踏まえ、 ○アウトソーシングが実現したもの
提案をアウトソーシングの実現に ・公益法人制度改革に係る情報提供・普及啓発（ｾﾐﾅｰ共催）
結び付ける具体策を検討します。 ○現状維持としたもの

・公益法人等の相談対応業務（現段階では業務量が少ない）
・自動車税の電話催告等に関する業務（業務量が少ない上、
非常勤職員対応が安価）
・メンタルヘルス対策事業に関する業務（多くの職員が受講
できるよう自治研修所の研修メニューに組み込んで実施）
・定期健康診断未受診者対策に関する事務（県内に適当な委
託先がない）

・会議の議事録作成業務（アウトソーシングの効果が低い）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■事務事業の新規アウトソーシ 目 標 16 15 15 15 15

ング数 件 実 績 （２０年度） 16

評 価 Ａ
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３ 多様な主体との協働の推進

（１）企業・ＮＰＯ・市町村・高等教育機関など多様な主体との
協働を推進するための環境整備 一連番号 ６

所 管 課 地域活力創造課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 企業やＮＰＯとのワークショッ ■ 企業とＮＰＯ等がお互いを知り、接点をつくるとともに、Ｃ
プの開催 ＳＲ活動に積極的な企業とＮＰＯ等との具体・実際的な協働の
企業とＮＰＯ等とのワークショ 可能性を検討するワークショップ等を開催しました。

ップ・セミナー等を県北・中央・ ・開催回数 ６回（９～１１月、２月）
県南地区で開催します。 ・参加数 （企業数２２企業、ＮＰＯ等３１団体）

・テーマ 「地域連携の形」「みんなで支える地域社会」等

◎ あきたスギッチファンドへの補 ■ ファンドを運営するＮＰＯ法人に対して、次のとおり支援を
助・運営への参画 行いました。（通年）
ファンドを運営するＮＰＯ法人 ・安定した寄附等収入を確保するための「資金調達推進員」の

に対し、「資金調達推進員」の配 配置（１人）
置、助成資金・広報費の補助等を ・助成資金・広報費の補助（３２３万円）
実施します。 ・ファンドの運営委員会（年４回）及び選考委員会（年２回）

への参画、助成事業の実務等に係るアドバイス

◎ 多様な主体との協働事業の推進 ■ 「ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく、県民のための新
県と NPO、県と企業の協働に たな協働の指針となる「県民協働行動指針」を策定しました。（３

よる地域課題の解決や地域活動を 月）
推進するとともに、庁内の「協働
推進連絡会議」において進行管理 ■ 協働推進連絡会議を開催（５月）し、全庁的な体制で進行管
を実施します。 理を実施しました。

◎ 情報誌・市民活動情報ネットに ■ ＮＰＯ等地域活動団体やその取組、企業のＣＳＲ情報などに
よる市民活動情報の発信 ついて、広く情報提供を行いました。（通年）
市民活動情報誌の発行や、市民 ・市民活動情報誌の発行（１０回）

活動情報ネットを通じた情報発信 発行部数 県北・県南各 1,500部 中央 3,000部
を行います。 ・市民活動情報ネットを通じた情報発信（約 900 の市民活動団

体の目的・活動内容情報、イベント情報、助成金情報等）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県とＮＰＯ等との協働件数 目 標 87 90 95 100 105

件 実 績 （２０年度） 155

評 価 Ａ
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（２）協働コーディネーターなどの協働を支える人材の育成 一連番号 ７

所 管 課 地域活力創造課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 協働セミナーの実施 ■ 県・市町村とＮＰＯ等との協働を推進するため、県職員及び
県及び市町村職員、ＮＰＯ等関 市町村職員を対象とした研修会を開催しました。

係者を対象とした、地域コミュニ 日時：平成２２年１０月４日（月）
ティと協働に関するセミナーを開 場所：秋田市 県庁第２庁舎
催します。 講師：東京大学名誉教授 大森 彌 氏

わたる

出席者：１０１名
（県職員６９名（当課除く）、市町村職員３２名）

◎ 協働コーディネーター育成研修 ■ ＮＰＯ、中間支援組織職員などを対象に、協働コーディネー
の実施 ターとして必要な専門知識及び技術を習得する研修を実施しま
多様な主体との協働を推進する した。

コーディネーターとして必要な専 日時：平成２２年７月２４日（土）～２５日（日）
門知識等を習得する研修を実施し 場所：秋田市 ゆとり生活創造センター「遊学舎」
ます。 研修名：県民総出の協働の「まちづくり」

講師：ＩＩＨＯＥ［人と組織と地球のための国際研究所］
代表 川北 秀人 氏

出席者：３４名
（ＮＰＯ１０名、中間支援組織職員２１名、企業１名、
市町村２名）

※中間支援組織：市民活動を行う団体の運営又は活動に関する
相談業務や情報提供などを行う組織。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
■協働コーディネーター研修受 目 標 29 60 90 120 150
講者数 ※累計 （２１年度） （40） （50） （60） （70）
（協働コーディネーター育成 人 実 績 63
数 ※累計） （55）

評 価 Ａ
Ａ

※研修受講者数は受講者の延べ人数の累計であり、（ ）内の育成数は新規の受講者の累計である。
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４ 秋田の元気づくりのための県民参加の推進と情報発信

（１）知事と県民との対話の推進 一連番号 ８

所 管 課 秘書課 総合政策課 広報広聴課 総務課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 知事と県民との意見交換会の実 ■ 知事と県民の意見交換会を県内１６会場（各地域振興局ごと
施 に２会場ずつ）で実施しました。（７月）
知事と県民の座談会形式の意見 【開催テーマ】

交換会を実施します。また、この ・統一テーマ：「ふるさと秋田の元気創造」
中で、学生等との意見交換会も実 ・個別テーマ：産業、農業、少子化、高齢者等の分野から
施します。 一つ設定

【 参加者数 】 計１１１名

■ このうち、秋田地域振興局分の会場の一つを秋田県立大学
に設定し、県立大学生１２名と地域づくりについて意見交換
を行いました。

◎ 現地、現場での対話の推進 ■ 県政テレビ番組「あきた！元気チャンネル」のロケ地におい
広報番組の収録の機会を利用 て、知事と現地出演者、関係者との座談会を実施しました。（５

し、知事と番組出演者等との意見 月、８月）
交換を行います。

◎ 広聴活動の実施
・県民からの意見等を幅広く受 ■ 県政への意見・要望等を受け付ける「知事への手紙」は、平
け、新たな取組の契機としたり、 成２２年度中に６１２件寄せられ、各担当部局において施策・
業務改善に役立てます。 事業へ反映させるよう努めました。（通年）

・パブリックコメント（県民意見 ■ 規則、審査基準、処分基準及び行政指導指針について、新た
提出手続）の対象を拡大し、よ にパブリックコメントの対象に加えました。（４月）
り多くの県民の意見・提言を県
政に反映させます。 ■ ２７の案件について合計１３９件の意見書が提出されました。
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（２）各種計画策定や政策決定への県民参加の仕組みづくり 一連番号 ９

所 管 課 総合政策課 総務課 評価結果 Ｄ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県民参加型計画策定方針の制定 ■ 「秋田県県民参画による計画策定基本方針」を制定し、県が
県が計画等を策定する際に、そ 行う各種の計画策定プロセスにおいて、県民参加を進める手法

の早い段階から県民の意見を反映 についての標準的な流れ及び手法を定めました。（７月）
させ、県民等の主体的な参加を促
進するため、県民参加型計画策定 ■ 上記の基本方針に基づき、当該年度に計画策定を予定する各
方針を定めます。 種計画の策定プロセスを県のホームページ上で公表し、県民等

へ計画策定プロセスを明らかにしました。（９月）

◎ 審議会委員の共同公募の実施 ■ １回目の共同公募は１３の審議会等で実施し、７の審議会等
改選期を迎える審議会等におい で合計９人の県民が新たに委員に選出されました。

て、年２回、共同公募を実施しま （公募期間：７月１日～８月６日）
す。

■ ２回目の共同公募は２０の審議会等で実施し、１４の審議会
等で合計１９人の県民が新たに委員に選出されました。

（公募期間：１月５日～２月７日）

◎ 審議会委員の公募制の拡大 ■ 公募を実施していない審議会について、公募できない理由の
公募を実施していない審議会に 確認を行い、その妥当性をチェックしましたが、新規の拡大は

ついて公募制導入に向けた検討を できませんでした。
進め、公募制の拡大を図ります。 （共同公募実施前 ６月、１１月）

※ 公募制の導入割合は、全国平均が１３．６％であり、秋田
県はトップの導入率となっています。

（「委員の公募制を導入している審議会等の割合」の評価がＤとな
った理由）

公募制の導入について、さらなる働きかけを行いましたが、
審議会等の機能・性格などから導入が進まず、目標に達しませ
んでした。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■委員の公募制を導入している 目 標 40.5 43.0 45.0 47.0 50.0

審議会等の割合 ％ 実 績 （２１年度） 40.5

評 価 Ｄ
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（３）秋田をアピールする情報発信 一連番号 １０

所 管 課 広報広聴課 広報広聴課イメージアップ戦略推進室 評価結果 Ｄ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 全庁あげての新たなイメージ ■ 「秋田県イメージアップ戦略ワーキンググループ」を設置し、
アップ戦略の展開 延べ 14回の検討を実施しました。（５月～１０月）
秋田そのものの存在感をアピー また、ワーキンググループの検討をもとに、知事を本部長と
ルし高めていくための方策を「イ する「秋田県イメージアップ戦略推進本部」を立ち上げ、本部
メージアップ戦略」としてとり 会議を４回開催しました。（１１月～２月）
まとめ、来年度からの本格展開
を目指します。 ■ 平成２５年度までの３年間を取組期間とする「秋田県イメー

ジアップ戦略」を策定し、平成２３年度から本格展開すること
としました。（３月）

◎ 広報紙等による地域活動の情報 ■ 県広報紙により、地域活動の情報発信を行いました。（通年）
発信 ・表紙に、秋田内陸線沿線地域の支援団体や住民など、地域で
県広報紙に活力あふれる情報を 頑張る方々を掲載

掲載するとともに、地域振興局ご ・ゼロダテや仲小路再生などの県活性化の取組について、県民
とに元気なふるさとづくりを紹介 レポーターによる紹介を掲載
するテレビ番組を放映します。 ・特集枠にて、元気なムラづくり“チャレンジ”支援事業の支

援対象団体の取組を紹介 など

■ 「こちらハッピー秋田未来研究所」（ＡＫＴ１５分番組）にて
各地域振興局が企画した地域の新しい取組や伝統芸能などの活
動を紹介しました。（８回、７月～１０月）

◎ 県外向け情報発信の強化 ■ 県職員ブログ、メールマガジン等を通じて、県外向け情報発
県職員ブログの積極的な活用、 信の強化を行いました。

メールマガジンのコンテンツの充
実、県外向け情報誌の発行などを ・県職員ブログを活用した最新情報の提供に努めた結果、ブロ
行います。 グの開設（平成２０年１０月）以来の累計アクセス数は 100

万件を突破しました。（９月）
当該ブログ等が高い評価を受け、県のホームページ「美の国
あきたネット」が平成２２年度全国広報コンクールのウェブ
サイト部門で総務大臣賞（特選）等を受賞しました。（９月）

・メールマガジンにおいてアンテナショップ通信やスポーツコ
ーナーなどコンテンツを充実させ、登録者数の増加を図りま
した。（通年）

・こまちスタジアムのバックネットに観光誘客用のボードを設
置し、プロ野球公式戦（ヤクルト対ドラゴンズ戦）中継時の
映り込みによるＰＲを行いました。（７月）

・新聞広告（朝日新聞 250 万部、読売 500 万部）にて、韓国ド
ラマ「アイリス」のロケ地観光等のＰＲを行いました。（６月、
７月）

・中国広東省で発行される中国人向けの観光情報誌「広東ぴあ」
９月号に、本県出身の佐々木希さんが特集されるのに合わせ、
露出の相乗効果をねらって秋田県の紹介広告を掲載しました。
（８月）
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・楽天とのタイアップにより、楽天まち楽ファンクラブ登録者
へ県刊行物を送付しました。（350名、９月、１１月、１月）

・県外向け県勢ガイド「美の国あきた」を作成し、２月の冬季
国体時などに配布するとともに、その内容を英語、韓国語、
ロシア語等に翻訳したＣＤを作成しました。（２月～３月）

・テレビ朝日の情報・紀行番組「ちい散歩」の東北初となる秋
田県ロケの誘致やテレビ朝日の昼の情報・ワイドショー番組
「ワイド・スクランブル」の取材誘致を通じて、秋田をアピ
ールする情報発信を行いました。（９月、１月）

◎ 秋田の応援団人材データ登録者 ■ 秋田の応援団を通じて秋田の良さを県外にＰＲするため、秋
への情報発信 田の応援団人材データ登録者に、毎月、広報紙とともに県刊行
秋田の応援団人材データ登録者 物を送付しました。（通年）

に県広報紙や県外向け情報誌など
を提供します。

（「ホームページアクセス数」の評価がＤとなった理由）
県職員ブログから県の関連ページへ誘導するなど、アクセス

数の増加対策を行いましたが、目標に達しませんでした。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■ホームページアクセス数 目 標 300 320 330 340 350

万件 実 績 （２０年度） 283

評 価 Ｄ
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Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上

１ 職員の能力向上と意識改革

（１）職員研修の見直し 一連番号 １１

所 管 課 人事課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 科目構成や実施方法等の見直し ■ 職員一人ひとりが意識改革に取り組みながら、政策の企画立
による効果的な職員研修の実施 案力や実行力などの能力を向上させること、意識・知識・見識
実施研修すべてについて、研修 を備える職員の育成に向けた研修の充実と環境づくりを行うこ

評価を行い、より効果的な職員研 とを目指して、研修評価により効果測定等を行うとともに、研
修の実施に努めます。 修内容の見直しを行いました。
・「意識」「知識」「見識」実践特 ■ 主査３０名を対象に、政策形成についての講義、政策案策定
別研修 実習等を内容とする「意識・知識・見識」実践研修を実施しま
主査級職員を対象とする５か月 した。（６月～１１月）

間の集中的な研修を実施します。
・トップレベルセミナーの実施 ■ 「ふるさと秋田元気創造プラン」の５つの戦略を中心とした
講演会等を通し、職員の視野や 講演テーマで、７月から計９回、１１名の講師による講演会を

知見の拡大を図り、モチベーショ 開催しました。（７月～１１月）
ンの向上を目指します。
・新規採用職員研修の充実 ■ 新設した中期研修において、会計事務、財務会計システム、
実務に関する内容を充実させ、 物品事務制度など実務についての研修を実施しました。（６月）

従来の前期・後期研修に加え、中
期研修を行います。

◎ 若手職員の受講促進 ■ 若手職員に対して年１回の能力開発研修（２６科目）の受講
２３歳以上３５歳未満の職員に を義務づけ、政策形成スキル、実務能力スキル、コミュニケー

対して年１回の能力開発研修の受 ションスキル等の能力向上を図りました。（７月～１２月）
講を義務づけます。

◎ キャリア開発研修 ■ ３０歳の職員に対してキャリア開発研修の受講を義務づけ、
３０歳の職員に対してキャリア 自らが目指すキャリアビジョンや、ビジョン実現に向けた行動

開発研修の受講を義務づけます。 計画を作成する研修を実施しました。（８月）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■３５歳未満職員の能力開発研 目 標 207 540 980 1,340 1,630

修の受講者数 人 実 績 （２１年度） 534

評 価 Ｂ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■３０歳キャリア開発研修受講 目 標 48 60 110 140 170

者数 人 実 績 （２１年度） 57

評 価 Ｂ

※数値目標は２２年度からの累計人数
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（２）専門性を持った職員の計画的育成 一連番号 １２

所 管 課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 標準的な異動サイクルの見直し ■ 平成２２年度４月の定期人事異動から、主任以下の職員につ
主任以下の職員について、標準 いて、標準的な異動サイクルを３年から４年に改め、各業務に

的な人事異動サイクルを３年から 精通した職員の育成に努めました。
４年に改め、専門的な知識の取得 なお、主査以上の職員については現行の異動サイクルを維持
と積極的な活用を図ります。 することとしていましたが、県民や関係団体との円滑な業務連
なお、主査以上の職員について 携などの観点から、標準的な異動サイクルを３年から４年に改

は、現行の人事異動サイクルを維 めることとし、平成２３年度４月の定期人事異動から実施する
持します。 こととしています。

◎ 長期プロジェクト等への対応 ■ 新財務会計システムの開発や観光分野における外国の関係団
同一職員が長期に担当する必要 体との調整業務など、同一職員が長期に担当する必要がある業

がある業務については、所属長に 務については、標準的な異動サイクルに係わらず職員が継続し
対し業務進行状況等を確認し、必 て業務に取り組めるような人事配置に努めました。（４月）
要な期間、職員を配置します。

◎ 特定分野での専門的職員の育成 ■ 県税業務などの専門的知識や長期の経験が必要とされる業務
専門的知識や長期の経験が必要 分野については、本人の異動希望も考慮しながら、過去に同種

とされる業務分野については、過 の業務経験を有する職員を配置しました。（４月）
去に同種の業務経験を有する職員
を積極的に配置し、業務遂行の中
核となる職員の育成を図ります。

◎ 技術職員の計画的な採用と育成 ■ 食品衛生業務、農林漁業普及業務などには主として技術職員
食品衛生業務、農林漁業技術普 が配置され、福祉相談業務などには主として事務職員が配置さ

及業務、建設業務などについては、 れていますが、特に長期の経験が必要とされる業務分野につい
職員再任用制度を活用し、専門技 て、定年退職した職員を再任用することにより、専門技術の円
術力の円滑な継承を図ります。 滑な継承に配慮するよう努めました。（４月）
国及び公益的法人等が主催する ・平成２２年度再任用職員数

研修に職員を参加させること等に 新規１５名（技術職員数９名）
より、専門技術力の向上を図りま 更新 ２名（技術職員数１名）
す。

■ 農林水産省や国土交通省などが主催する研修に職員を参加さ
せることにより、職員の専門技術力の向上や他都道府県職員と
の交流による各種施策の情報交換に努めました。（４月～）
（主な研修例）
・農林水産省関係

普及指導員養成研修等普及業務研修 ３６名
水路システム研修等農村整備業務研修 ７名

・国土交通省関係
道路安全研修等土木技術研修 １５名
建築技術研修 １３名
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（３）職員の地域貢献活動への参加の促進 一連番号 １３

所 管 課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 職員の地域貢献活動の積極的な ■ 国民体育大会冬季大会スキー競技会に監督等として参加する
参加の推進 職員を職務免除の対象としたほか、「平成２３年度定期人事異動
職員が地域貢献活動に参加する 方針」において、地域貢献活動を行っている職員については、

際に課題となる事項について検討 活動の事情を考慮した配置を行うことを明記するなど、職員が
を行うなど、活動へ参加するため 活動に参加するための環境整備と意識啓発に努めました。
の環境の整備を図ります。 （６月～）

◎ 地域貢献活動を考慮した人事異 ■ 定期人事異動の際に職員から提出させる調書の記載内容に「地
動 域貢献活動」を加えることにより、各職員が行っている当該活
消防団員等一定の期間継続的に 動の内容を把握するとともに、業務遂行に支障のない範囲にお

従事する必要がある地域貢献活動 いて、活動事情に考慮した人員配置となるよう努めました。
を行っている職員については、活 （４月）
動事情に考慮した人事異動を行い
ます。

◎ ボランティア休暇制度の改正 ■ ボランティア休暇について、各職員の活動実態に応じて柔軟
ボランティア休暇を時間単位で に休暇が取得できるようにするため、１日単位から時間単位で

取得できるよう制度を改正しま の取得が可能な休暇制度に改めました。（４月）
す。

◎ 県民運動への職員参加の促進 ■ スポーツボランティアや防犯パトロール隊員など、県職員が
高齢化等集落の支援、ＮＰＯ等 率先して参加が求められる活動については、庁内に活動内容を

が主催するフォーラムなど、職員 広く周知し、職員の参加募集を行ったほか、ＮＰＯ等が主催す
が率先して参加することが求めら るフォーラムや音楽祭等についても、関係する職員が庁内ＬＡ
れる県民運動については、庁内Ｌ Ｎ掲示板を活用して広く職員に周知するなど、県民運動への職
ＡＮを活用した情報提供、参加募 員の参加促進に努めました。（４月～）
集を行います。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■地域貢献活動参加職員割合 目 標 5.8 10.0 14.0 17.0 20.0

％ 実 績 （２１年度） 11.1

評 価 Ａ
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（４）職員の意欲向上のための人事評価制度の見直し 一連番号 １４

所 管 課 人事課 教育庁総務課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 給与反映の下位職位への拡大 ■ 人事評価については、従来の点数制から、Ｓ～Ｄまでの評語
評価結果についての点数制から による５段階評価に事務の簡素化を図った上で、課長級未満の

５段階評価への変更や評価期間の 職員について評価結果を給与等に反映させることとしました。
見直しなど、給与反映を前提とし （４月～）
た「人事評価実施要領」の改正を
行い、課長級未満の職員について 項 目 改 正 前 改 正 後
も評価結果を給与に反映させま 評価シート 業績評価＋能力評価 両評価シートを分離
す。 評 価 期 間 4/1～ 3/31 業績： 4/1～ 3/31

能力：10/1～ 9/30
評 価 方 法 業績評価＋能力評価 業績・能力評価とも

を 50点満点中の点数 ５段階評価
で表示 （評語：S･A･B･C･D）

評 価 結 果 課長級以上のみ昇給 業績：勤勉手当
の 活 用 と勤勉手当に反映 能力：昇給・昇任

◎ 研究職員への評価制度の適用 ■ 研究職員への評価制度の適用については、研究職員以外で実
「研究員人事評価実施要領」に 施している人事評価制度との統合を図り、統一的な運用が行え

基づき行っている研究職員の人事 るよう、２４年度からの実施に向け、関係各部や試験研究機関
評価について、「人事評価実施要 等との調整を行いました。（６月～３月）
領」との統合を図り、研究以外の
職員と同一の運用が行えるよう、
試験研究機関等との調整を図りま
す。

◎ 給与反映の下位職位への拡大の
検討 ［教育委員会］
・課長級以上の評価結果の給与へ ■ 課長級以上職員の人事評価結果を勤勉手当（平成２２年６月
の反映状況を検証し、課長級未 ・１２月）及び昇給（平成２３年１月）に反映し、それを踏ま
満の事務職員等への給与反映方 えて、評価方法及び給与反映方法の改善（評価対象期間及び給
法を検討します。 与反映対象者等の拡大等）について検討を実施しました。（１月

～３月）

■ 課長級未満の事務職員への給与反映等に関する問題点（給与
反映対象職員、評価方法、評価者研修等）を整理し、導入に向
けた具体的な改善事項等について検討を実施しました。（１月～
３月）

・教員の人事評価に係る評価項 ■ 教員の人事評価の効果的な運用のため、教育庁各担当課にお
目、評価手法等を検証し、必要 いて評価項目、評価手法の問題点（評価項目の設定内容、評価
に応じ制度を見直します。 者研修等）を整理し、具体的な改善に向けた検討を実施しまし

た。（４月～）
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２ 不断の業務改善の推進

（１）業務の簡素化・迅速化に向けた業務全般にわたる改善 一連番号 １５

所 管 課 総務課 人事課 情報企画課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 業務改善のための全庁共通ルー ■ ナレッジマネジメントの手法を活かした業務改善として、
ルの周知と徹底 ・「引継書」から「事務処理マニュアル」への転換
コスト意識を徹底し、ムダ、ム ・電子情報の保存場所の明確化

リ、ムラを排除するため、全庁的 業務改善に係る「全庁共通ルール」の周知徹底として、
な業務改善の共通ルールを周知 ・２Ｓ活動の徹底（庁内巡回の実施）
し、その徹底を図ります。 ・コピー使用の節減（昨年度下期の５％削減を目標に設定）

を実施しました。（１０月～）
※ ナレッジマネジメント：個人の知識、知恵を組織的に活

かす管理手法

◎ 事務事業の見直し ■ 本庁と地域振興局の役割分担の見直しを実施し、総検討件数
県が実施する事務事業につい ５１件のうち、１８件を地域振興局及び本庁間の移管対象事務

て、「廃止」「市町村への権限移譲」 としました。
などの区分により、見直しを進め また、２０年度の事務事業の見直しにおいて、２１年度から
ます。 ２３年度までに見直しを行うこととした１，００４の事務事業

について進捗状況を調査し、見直しの実効性を確保しました。
（７月～１２月）

◎ 円滑な業務遂行のための職員コ ■ ２１年度に引き続き、各職員の行動予定の共有や業務の進捗
ミュニケーションの活性化 状況の把握をするため、班単位で「朝コミ」を実施することと
原則毎朝、その日の職員の行動 しました。（６月）

予定等の確認を班単位で実施する なお、徹底されていない状況にあることから、改めて周知徹
業務打ち合わせを行います。 底を図っていきます。

※ 朝コミ：原則業務開始時に、その日の職員の行動予定等
を確認する班単位の業務打ち合わせ

◎ ＩＴ技術を利用した職員間の情 ■ 職員間の情報共有の推進を図るために、情報活用支援システ
報共有の推進 ムの電子掲示板や共有サーバー等の使用方法を、庁内各課に所
電子掲示板、共有サーバー等の 属する情報化リーダーを対象にした研修会において説明すると

使用方法を職員に周知し、ＩＴ技 ともに、使い方のマニュアル等を情報活用支援システムに掲示
術を有効に活用することで職員間 し、周知に努めました。（５月）
の情報共有の推進を図り、業務の
効率化を進めます。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■施策・事務事業の見直し業務 目 標 250 250 200 200

数 業務 実 績 － 370

評 価 Ａ
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（２）簡素で効率的な行政運営のためのＩＴの活用 一連番号 １６

所 管 課 情報企画課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 全体スキームの企画検討 ■ 「業務効率化」、「経費削減」及び「リスク管理」の３要素の
簡素で効率的な行政運営の確立 バランスをとりながら情報システム全体を最適化するため、以

のために、将来あるべき姿に向け 下の３点について検討を行いました。（５月～３月）
た全体スキームを検討します。

※リスク管理：障害発生のリスクやセキュリティ上のリスク等

・維持管理契約の統合化検討 ■ 維持管理契約の内容の分析を行い、統合化できる維持管理項
情報システム維持管理契約の統 目の整理を行いました。統合可能と判断した契約については、

合化を検討し、平成２３年度から 情報企画課が一括して締結を行うため、受託事業者との調整等
実施できるようにします。 を行いました。 （～１０月）

・情報システム受入基盤の概要設 ■ 更なる費用削減を図るため、情報システム受入基盤となるサ
計 ーバやネットワーク等の概要設計を行いました。（～１０月）
維持管理契約の統合化検討で収

集した情報を元に、情報システム
受入基盤の概要設計を行います。

・発注業務の統合化検討 ■ 今まで各課が行ってきたＩＴ調達を情報企画課が一括引き受
現在の調達手続を合理化したう けし、各課は出来上がったシステムを業務に活用する、という

えで標準化できる部分を洗い出 形に調達業務の合理化を推進するため、発注フローの整理・分
し、事務を整理します。 析を行いました。（～３月）
また、ＩＴ調達に関する業者登

録制度の創設などにより更なる業
務改善と費用対効果の向上を図り
ます。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■情報システム維持管理経費予 目 標 24.0 23.7 23.5 23.3 23.2

算額 億円 実 績 （２１年度） 22.2

評 価 Ａ
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（３）評価事務の簡素化等政策評価制度全般の見直し 一連番号 １７

所 管 課 総合政策課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 政策評価制度全般の制度改正
・政策評価委員の代表者で構成す ■ 政策評価制度全般について、現状の問題点を洗い出し、制度
る政策評価委員会制度改善部会 改善を検討しました。（７月、２月、３月）
で、評価基準などの制度改善案
を検討します。

・学識経験者で構成する政策評価 ■ 政策評価委員会において制度改善案を検討・承認しました。
委員会で制度改善案を検討・承 （３月）
認を行います。

◎ 外部評価の試行実施 ■ 外部評価を本格導入しました。
・公募方式によりＮＰＯ法人等の ・政策評価委員会において、評価対象とする公募テーマを選定
外部評価機関を募集します。（２ しました。（５月）
団体、２テーマ） ・公募方式により、ＮＰＯ法人等の外部評価機関を募集しまし

た。（６月～７月）
・外部評価選定委員会（制度改善部会）において、外部評価機
関２団体（２テーマ）を決定しました。（７月）

・外部評価を実施します。 ・外部評価を実施しました。（８月～１１月）
・政策評価委員会制度改善部会で ・政策評価委員会において、外部評価機関が評価結果について
制度への本格導入、実施方法、 報告しました。（１２月）
評価対象とするテーマ等を検討 ・今年度の評価内容及び結果を踏まえ、制度改善部会において
します。 外部評価制度についての検討を実施しました。（２月、３月）

・政策評価委員会において、制度改善案を検討・承認しました。
・政策評価委員会で制度改善案の （３月）
検討・承認を行います。
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３ 県民の利便性の向上

（１）規制の廃止・緩和、行政手続の簡素化 一連番号 １８

所 管 課 総務課 総合政策課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 各種規制の緩和や行政手続きの ■ 県民・各種団体等から規制緩和等に関する意見を募集したと
簡素化に向けた見直し ころ、３５件の提案がありました。また、平成１７年度に実施
県民・各種団体等からの意見募 した各種規制の一斉見直し以降に追加された規制は１７件あり、

集の実施などによる見直し対象の これらを元に規制等の見直し対象の洗い出しを行いました。
洗い出しを行い、各種規制の緩和 （１０月）
・行政手続きの簡素化を図りま （３５件の内訳）
す。 ・国が対応すべきもの １１件

・市町村が対応すべきもの ４件
・県が対応すべきもの ２０件

うち既に対応されていたもの １２件
うち対応が困難なもの ６件
うち対応したもの ２件

平成２２年度は、食品衛生分野で、仮設店舗による臨時営業
において米飯類の一部を扱えるように規制緩和を図りました。
（１２月）

◎ 地方の意向が反映されるための ■ 「国と地方の協議の場に関する法律案」など地域主権関連３
国への要望 法案の早期成立や、地方の自由度を高めるための義務付け・枠
地域主権推進一括法案などにつ 付けのさらなる見直しなどについて、本県単独及び全国知事会

いて、地方の実情を反映したもの 等を通じて国に要望しました。
となるよう国に要望します。 （本県）

・平成２３年度国の施策・予算に関する要望（７月）
（全国知事会）
・平成２３年度国の施策・予算に関する要望（８月）
・地方分権推進特別委員会による特区の共同提案（１１月）

（地方六団体）
・各種要望活動（５、６、９、１０月）
・国との協議・意見交換（４、６、１０～１２月）

◎ 地域主権推進一括法案に基づく ■ 地域主権推進一括法案の成立時期が２３年度になったため、
見直し 関連した規制緩和などの取組が進んでいません。
地域主権推進一括法案の成立・

施行などに伴い、各種規制の緩和
や行政手続きの簡素化などに取り
組みます。
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（２）電子自治体の推進 一連番号 １９

所 管 課 情報企画課 総務課 税務課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 電子申請・届出サービスの対象
の拡大や手続の見直し
・対象手続の拡大について ■ オンライン化対象手続の掘り起こしを随時行うとともに、７
オンライン化対象手続の掘り起 月から８月にかけてをオンライン化強化月間と位置づけ、集中

こしを行い、特に７月をオンライ 的な取組を行った結果、２２年度中に１０の手続を新たにオン
ン化強化月間と位置づけその取組 ライン化しました。
を集中的に行います。 イベント等の参加申込手続においては、携帯電話からの申請
イベント等参加申込等において にも対応した簡易申請機能を活用し、利便性の向上を図りまし

は、携帯電話からの申請にも対応 た。（７月）
し、利便性の向上を図ります。
・既存手続の見直しについて ■ 既存オンライン手続ごとに利用件数及び利用率を割り出し、
既存オンライン手続の各業務手 電子申請の利用促進のための見直しに向けた検討を行いました。

順を点検し、認証方法・添付書類 （～３月）
の簡略化を含め、利用促進のため
の見直しを行います。

◎ 納税者の利便性を図るための電
子納税の実施
・関係団体を通じた電子申告への ■ 関係団体への出席などの機会を捉え、国税と併せ地方税の電
取組依頼 子申告についての周知・依頼を行いました。（４月～８月）
各振興局単位（地区税協単位）

に税理士向けに周知、依頼を行い
ます。
・納税者に対する電子申告のＰＲ ■ 納税義務者に申告書用紙を送付する際に電子申告勧奨ＰＲチ
納税義務者に申告書を送付する ラシを同封し、その利便性を訴えました。（通年）

際に電子申告をおすすめするＰＲ また、税務署と共同して、電子申告等のＰＲイベントを実施
チラシを同封し、その利便性を訴 しました。（１１月）
えます。
・電子申告データを利用した省力 ■ 国税連携システムの導入に係る事務合理化の検討を進めたほ
化等の検討 か、電子申告データを利用した省力化等の検討についても、引
電子申告データを利用した入力 き続き検討を進めます。（通年）

事務の省力化についての検討を進
め、併せて関係団体等の意向を踏
まえて、マルチペイメントネット
ワークを導入して電子的納税を行
うこととした場合の事務・業務フ
ローの設計や費用便益の試算など
を行います。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■申告に占める県税の電子申告 目 標 19.2 30.0 40.0 50.0 60.0

の割合（年度平均） ％ 実 績 （２０年度） 34.3

評 価 Ａ
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（３）県有地や県有施設の有効活用の推進 一連番号 ２０

所 管 課 財産活用課 地域活力創造課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県有施設の貸出基準の策定と貸
出物件の選定及び県民への周知、
貸出
・県有施設の貸出に必要な規則の ■ 貸出基準等の策定については、行政財産使用許可申請による
改正や要綱の策定を行います。 こととし、使用に係る通知を各地域振興局へ行いました。（２月）

・職員会館や、会議室などの現況 ■ 職員会館の現況、使用状況を調査し、貸出可能な施設につい
調査や施設管理者との調整を行 て内装の修繕を施した後に貸出を開始しました。（～３月）
い、貸出可能な施設の選定を行
います。

・県民へ広報やホームページなど ■ 貸出開始に際しては、県民へホームページなどで周知を行い
で周知を行い、貸出を実施しま ました。（～３月）
す。

◎ 構造改革特区・地域再生制度を ■ 内閣官房地域活性化統合事務局との共催による制度説明会を
利用した施設の目的外利用等の周 実施しました。（８月）
知、制度の活用 名 称・・・総合特区制度に関する説明会
・年に一度、国との共催による「構 対 象・・・ＮＰＯ、商工会議所、商工会、中小企業団体、
造改革特区・地域再生制度説明 観光関連団体、ＪＡ、市町村、県
会」を開催し、制度説明や制度 参加者・・・９４名
活用事例等の周知を図ります。

・随時、構造改革特区や地域再生 なお、構造改革特区や地域再生制度についての説明会は行い
制度について（制度説明や申請 ませんでした。
の仕方、年間スケジュール等）
の説明会を行います。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■貸出施設件数 目 標 3 7 12 17

件 実 績 － 3

評 価 Ａ
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（４）公共施設の利用拡大とサービス改善の推進 一連番号 ２１

所 管 課 総務課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 公共施設のサービス改善状況の ■ 公共施設（７４施設）の２２年度の利用者数等の目標を設定
公表 し、２１年度実績及びサービス改善のために実施する具体的な
公共施設の２２年度の利用者数 取組内容と併せて公表しました。（７月）

等の目標を設定し、２１年度実績 ■ 各施設ごとに、公表したサービス改善の取組を実施していま
及びサービス改善のために実施す す。（４月～）
る取組内容と併せて公表します。

◎ 指定管理者の経営努力を引き出
すための制度の導入
・指定管理者が実施する広告事業 ■ 指定管理者が当該管理施設を使用した広告事業を実施できる
制度の導入を検討します。 ようにガイドラインを改正しました。（７月）

■ 上記広告事業に係る要綱を策定しました。（２月）
・使用料収入の増が指定管理者の ■ 使用料収入の増が指定管理者の収益につながる手法について
収益につながる手法を検討しま 検討した結果、利用料金制度の導入施設を拡大することで対応
す。 することとしました。（７月）

・指定管理者が年間の経営方針を ■ 原則として、年度内における指定管理料の精算は行わないこ
立てやすくできるようにしま とをガイドラインに明記し、指定管理者が年間の経営方針を立
す。 てやすくできるようにしました。（７月）

◎ 指定管理者制度導入施設のモニ ■ 指定管理者が、施設の管理運営状況、サービス向上の実施状
タリング実施 況、利用目標達成率、利用者満足度により自己評価し、所管課
指定管理者が自己評価するよう が２次評価した上で公表するようにガイドラインを改正しまし

な仕組みを構築します。 た。（７月）
■ 上記評価に係る要綱を策定しました。（２月）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■公共施設顧客満足度 目 標 76.7 79.0 80.0 81.0 82.0

％ 実 績 （２０年度） 79.8

評 価 Ａ
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４ 県政運営の公正の確保と透明性の向上

（１）適正な公共調達を行うための取組の推進 一連番号 ２２

所 管 課 建設管理課 評価結果 Ｃ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 建設工事における総合評価落札 ■ 県で発注する予定価格４千万以上の工事について、工事の品
方式の拡大 質確保のため、企業及び技術者の技術力等を求める工事を選定
・県で発注する予定価格４千万円 し価格と技術力が総合的に優れた落札者を決定する方式として
以上の工事について、企業の技 総合評価落札方式を実施しています。
術力や創意工夫による耐久性の 平成２２年度は、目標の４５％に対し４２．４％の工事で総
向上等、品質の確保が期待でき 合評価落札方式を実施しました。（４月～）
る工事を対象に総合評価落札方
式を拡大します。

◎ 建設コンサルタント業務におけ ■ 公共工事の品質確保にあたっては、公共事業の上流部におい
る総合評価落札方式の導入 て実施される調査・設計業務の成果品の品質が重要であること
・建設交通部発注の予定価格３百 から、価格と技術力が総合的に優れた調達方式である総合評価
万円以上の土木関係建設コンサ 落札方式を実施しています。
ルタントの設計業務を対象とし 平成２２年度は、農林水産部においても総合評価落札方式を
た総合評価落札方式を拡大する 導入しており、目標の３５％に対し３８．３％の建設コンサル
とともに、農林水産部発注分に タント業務で実施しました。（４月～）
おいても総合評価落札方式の導
入を試行実施します。

◎ 建設工事における地域要件のブ ■ 予定価格１億円以上３億円未満の一般土木工事の地域要件は、
ロック制導入 平成２２年度においても引き続き県内３ブロック（県北・中央
・平成２１年９月から、予定価格 ・県南）で実施しています。
１億円以上３億円未満の一般土 一般土木工事以外の工種については、引き続き検討を行って
木工事の地域要件を、原則とし いきます。（通年）
て全県エリアから県内３ブロッ
ク（県北・中央・県南）に変更
しており、２２年度においては、
実施状況を検証し、導入可能な
工種・工事規模等について検討
を行います。

（「総合評価落札方式適用工事割合（4,000万円以上の工事）」の評
価がＤとなった理由）

経済対策のため補正予算を計上し、早期に発注しなければな
らなかったことから、総合評価落札方式を適用することができ
なかったため、目標に達しませんでした。
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■総合評価落札方式適用工 目 標 40.0 45.0 45.0 50.0 50.0

事割合（4,000万円以上の ％ 実 績 （２１年度） 42.4

工事） 評 価 Ｄ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■建設コンサルタント業務 目 標 32.0 35.0 35.0 40.0 40.0

の総合評価落札方式の実 ％ 実 績 （２１年度） 38.3

施割合（土木コンサルタント業務） 評 価 Ａ
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（２）職員の再就職に関する透明性の確保 一連番号 ２３

所 管 課 人事課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 職員の営利企業への再就職制限
や働きかけの防止
・退職時に本庁課長相当職以上の ■ 職員の営利企業への再就職制限や働きかけの防止等について
職にある職員は、退職後２年間 は、これまで同様、２１年度退職者に対しても周知を図りまし
は、退職前５年間に在籍してい たが、本庁課長級の３名が退職前５年間に在籍していた県の機
た県の機関と密接な関係にある 関と密接な関係にある営利企業に再就職しました。
営利企業へ再就職することを自 ２２年度退職者に対しても、本規制の趣旨の徹底を図り、自
粛するものとします。 粛を求めました。（通年）

・退職前５年間に在職した県の機 ■ 上記３名を含む、退職前５年間に在職した県の機関と密接な
関と密接な関係にある営利企業 関係にある営利企業に再就職した職員から、退職後２年間は営
へ再就職した職員は、退職後２ 業活動を自粛する旨の誓約書が提出されました。（４月）
年間は、県への営業活動等を自
粛するものとします。
また、県は、当該営利企業に対
しても、再就職した職員であっ
た者を、退職後２年間は、県へ
の営業活動等に従事させないよ
う要請するものとします。

◎ 出資法人等への再就職について ■ 出資法人等からの職員の紹介依頼の際、書面の提出を徹底さ
の規制 せました。また、給料の規制についても、県退職時の給料額の
・出資法人等から職員の紹介依頼 ３分の２以下となっていることを確認しました。
がある場合は、再就職後に担当 さらに、退職金及び功労金についても一切支給しないよう出
する業務、解決すべき課題等を 資法人等を指導しました。（通年）
明記した書面を提出させます。

・出資法人等に再就職した場合の ※出資法人等：県が出資する県内法人及び県が設立する地方
給料は、県退職時の給料額以下 独立行政法人
（最大でも県退職時の３分の２）
に抑えるものとします。

・出資法人等に再就職した者が退
職する場合には、退職金及び功
労金は一切支給しないよう指導
します。

◎ 調査時期の変更 ■ 再就職状況調査については、本年度から調査基準日を８月１
・再就職の公表漏れを最小限にす 日現在に変更しました。（８月）
るため、平成２２年度の公表か
らは、調査時期をこれまでの６
月１日から８月１日にします。
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Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備

１ 職員数の見直し

（１）新たな定員適正化計画による職員数の見直し 一連番号 ２４

所 管 課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 職員数の縮減 ■ 平成２５年度の３，３００人体制の達成に向け、新規採用者
新規採用の抑制による職員数の 数を６７人とし、平成２２年度の計画を上回る１８９人を縮減

縮減を基本としつつ、組織の新陳 しました。その結果、知事部局の職員数は、目標値よりも２２
代謝を図る観点や将来の年齢構成 人少ない３，５７２人となりました。（４月）
バランスにも十分配慮するため、
採用数を平準化し、毎年度の新規 ・知事部局の職員数
採用を７０人程度とします。 ３，７６１人（２１年度） ３，５７２人（２２年度）

※２２年度目標値３，５９４人

◎ 非常勤雇用・再任用制度の活用 ■ 定員適正化計画における年次目標達成に向け、正職員の採用
必要に応じて退職者の再任用や を抑え、必要に応じて退職者の再任用や非常勤雇用を行い、県

非常勤雇用を行い、県職員として 職員として培った経験・能力・技術を活用することにより円滑
培った経験等の活用を図ります。 な行政運営を図りました。（４月）

・新規非常勤職員数
３１人（２１年度） ３０人（２２年度）

・新規再任用職員数
３人（２１年度） １５人（２２年度）

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■知事部局の職員数 目 標 3,761 3,594 3,472 3,384 3,300

（病院、県立大学、公営企業 人 実 績 （２１年度） 3,572

を除く） 評 価 Ａ
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（２）出資法人等への関与の縮小 一連番号 ２５

所 管 課 人事課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県からの派遣職員数の縮小 ■ 計画時の派遣先団体（予定を含む。）については、協議により
派遣先団体との協議を行い、派 計画を１名上回る２７名を縮減しました。

遣先団体でのプロパー職員の採用 しかし、スポーツ振興課の設置に伴い、これまで教育庁が所
及び登用、業務の効率化による人 管していた(財)秋田県体育協会が知事部局に移管されたため、
員削減等により、県（知事部局） 同協会への派遣職員５名が県からの派遣職員数に新たに加わり
からの派遣職員を計画的に削減し ました。その結果、全体では、目標値よりも４名多い１４５名
ます。 の職員を派遣することとなりました。

① 派遣を取りやめた団体（８団体）
日本司法支援センター、(社福)秋田県小児療育事業団、秋

田おばこ農業協同組合、(社)秋田県貿易促進協会、能代商工
会議所、(財)秋田県建築住宅センター、秋田県住宅供給公社、
秋田内陸縦貫鉄道(株)

② 派遣を縮小した団体（７団体）
(公大)秋田県立大学、(公大)国際教養大学、(地独)秋田県

立病院機構、(社)秋田県農業公社、秋田県農業会議、(財)あ
きた企業活性化センター、地方共済組合秋田県支部

③ 新たに派遣した団体（２団体）
（財）秋田県体育協会
※教育庁からの所管の移行による。

（地独）秋田県立療育機構
※太平療育園の独立行政法人化に伴う措置。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県からの派遣職員数 目 標 167 141 126 115 103

人 実 績 （２１年度） 145

評 価 Ｂ
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２ 知事部局の組織の再編・見直し

（１）知事公室の廃止をはじめとする本庁組織全体の再編 一連番号 ２６

所 管 課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 簡素で効率的な県政運営体制の
確立のための再編
・知事公室、総務企画部及び学術 ■ 内部管理に関する事務を分掌させるための組織として総務部
国際部の再編 を、企画及び地域振興に関する事務を分掌させるための組織と
総務部及び企画振興部を設置す して企画振興部を設置し、再編を行いました。（４月）

ることにより、明確に機能を分担
し、１室２部を２部に再編します。

・試験研究機関の所管の変更 ■ 試験研究機関は、消費者や事業者のニーズを踏まえて事業部
試験研究機関は、学術国際部か の施策と密接な連携を図りながら試験研究を行うことが望まし

ら事業部に所管を移します。 いという観点から、学術国際部から事業部に所管を移しました。
（４月）
なお、統一的・横断的な研究評価の実施、特許等の知的財産

戦略の推進、高等教育機関等との連携、各センター間の連携な
どは学術国際局が担っています。
◇ 試験研究機関の所管の変更

試 験 研 究 機 関 所 管 部
健康環境センター 生活環境部
農林水産技術センター 農林水産部
産業技術総合研究センター 産業労働部
総合食品研究センター ※ 産業労働部
※ 総合食品研究所から改称

・会計管財課及び公共建築物活用 ■ 県有財産の効率的な管理を図るため、会計管財課及び公共建
室の再編 築物活用室を会計課及び財産活用課に再編しました。（４月）
県有財産の効率的な管理を図る

ため、会計管財課及び公共建築物
活用室の再編を行います。

◎ 「ふるさと秋田元気創造プラン」■ 「ふるさと秋田元気創造プラン」等の重要施策や特定課題へ
等の重要施策や特定課題への対応 対応するため、組織の再編を行いました。（４月）
のための再編
○ 総務部 ○ 総務部
・税務課徴収特別対策室の設置 ・徴収特別対策室

市町村と協働して地方税の滞納整理を行うため、税務課の
課内室として、徴収特別対策室を設置しました。

○ 企画振興部 ○ 企画振興部
・地域活力創造課の設置 ・地域活力創造課

地域活性化に関する施策を一元化し充実させることにより
地域活力を向上させるため、地域活力創造課を設置しました。

・スポーツ振興課の設置 ・スポーツ振興課
スポーツ振興に一元的に取り組むことによりスポーツ立県

を推進するため、スポーツ振興課を設置しました。
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・少子化対策局の設置 ・少子化対策局
少子化対策を総合的に企画、調整することにより施策を強

力に推進するため、少子化対策局（部内局）を設置しました。
・学術国際局の設置 ・学術国際局

大学間、産学官及び試験研究機関相互の連携を引き続き推
進するとともに、国際関連施策を統括するため、企画振興部
の部内局として学術国際局を設置しました。

・学術国際振興課及び科学技術振 ・学術振興課
興課を学術振興課及び国際課に 大学間、産学官及び試験研究機関相互の連携を一体的に推
再編 進するため、学術振興課を設置しました。

・国際課
国際関連施策について窓口を一元化し総合的に推進するた

め、国際課を設置しました。
○ 健康福祉部 ○ 健康福祉部
・がん対策推進チームを設置 ・がん対策推進チーム

がんの予防と治療に関する総合的な対策を強力かつ効果的
に推進するため、がん対策推進チームを設置しました。

○ 生活環境部 ○ 生活環境部
・安全・安心まちづくり推進室を ・消費生活室
消費生活室に改変 消費者問題に関し迅速・的確に対応するため、安全・安心

まちづくり推進室を消費生活室に改編しました。
○ 産業労働部 ○ 産業労働部
・地域産業課を地域産業振興課に ・地域産業振興課
名称変更 新たなリーディング産業や地場の中核企業の育成等を図る

ため、地域産業課を地域産業振興課に改めました。
・誘致企業室を産業集積課に名称 ・産業集積課
変更 成長分野の企業や地域の特色を生かした企業の集積を促進

するため、誘致企業室を産業集積課に改めました。
また、東京事務所に企業立地事務所を併設しました。

・食品産業課を設置 ・食品産業課
食品産業を地域経済を支える産業として育成するため、食

彩あきた推進室を食品産業課に改めました。
・環境エネルギー課及び資源産業 ・資源エネルギー産業課
課を温暖化対策課（生活環境部） 新エネルギー及び省エネルギーに係る技術開発に関する業
と資源エネルギー産業課に再編 務等を強力に推進するため、資源産業課を資源エネルギー産

業課に改編しました。また、環境エネルギー推進課を温暖化
対策課に改編しました。
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（２）行政改革と行政サービス維持の両面からの地域振興局組織
の見直し 一連番号 ２７

所 管 課 人事課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 福祉環境部の試験検査体制の一 ■ 地域振興局全体の組織見直しに先行して、次の３業務分野の
元化 組織見直しについて、平成２２年４月に実施しました。
大館、秋田及び平鹿の３福祉環 ・試験検査体制を一元化し業務の効率化や高度化を図るため、

境部に設置している試験検査課の 大館、秋田及び平鹿の３福祉環境部に設置していた試験検査
業務を健康環境センターに移管し 課を廃止し、業務を健康環境センターへ一元化しました。
ます。

◎ 建設部の内部組織の再編 ・現場やスピードを重視し、危機管理や繁忙期への柔軟な対応
現行の企画道路課、河川砂防課 を図るため、建設部の内部組織を、企画道路課、河川砂防課

及び下水道課の３課を、企画調査 及び下水道課の３課から、企画調査課及び工務課の２課へ再
課及び工務課の２課に再編しま 編しました。
す。

◎ 福祉環境部の健康づくり推進 ・鷹巣阿仁、秋田及び平鹿の３福祉環境部に設置していた健康
チームの業務の移管 づくりチームを廃止し、当該業務を福祉環境部企画福祉課へ
健康づくり推進チームは、設置 移管しました。

期間満了により、業務を福祉環境
部企画福祉課に移管します。

◎ 業務の集約等による組織の見直 ■ 「地域振興局の組織見直しについて」（平成２２年１２月）を
し 策定し、市町村へのサポート機能を強化し、地域に根ざした行

政を展開するため、現行の８地域振興局体制を維持することと
しました。
一方で、厳しい財政状況の中、引き続き行政改革を進めてい

く必要があることから、組織及び業務の見直しを図ることとし
ました。

・県税部門の本庁直轄組織化 ＜見直しの概要＞
県税部門について、単独事務 ・県税業務を地域振興局から分離し、全県を所管する「総合

所として本庁直轄の組織化を図 県税事務所」を設置。（平成２４年４月）
ります。

・農林部の農林企画課と普及指導 ・農林部の農林企画課と普及指導課を統合し、「農業振興課（仮
課の統合 称）」を設置。（平成２３年４月）

・環境・食品衛生分野における監視業務及び土地改良区に対
する検査業務を、一部の地域振興局へ集約化。（平成２３年
４月）

・物品調達事務を、地域振興局から本庁へ一元化。（平成２３
年４月）

・機能合体への対応 ・横手市の産業経済部が平鹿地域振興局庁舎へ移転し、県組
市町村と協議中の機能合体の 織と同一フロアで業務を遂行するとともに、必要な人員を

進捗状況に応じた組織及び人員 横手市へ派遣。（平成２３年４月）
配置の見直しを行います。

・総務企画部の工事入札事務の集 なお、工事入札事務については、事業者への負担増や業務の
約 煩雑化等の観点から、今回の見直しにおいては、集約化を見送
工事入札事務を特定の地域振 ることとしました。
興局に集約します。（契約書等
は８局で受付）
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３ 知事部局以外の機関の改革

（１）地域の実情に即した教職員の適正配置と学校組織の活力の
維持・向上 一連番号 ２８

所 管 課 教育庁総務課 評価結果 Ｃ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 教職員の適正配置 ■ 小１・小２・中１での少人数学級及び他学年での少人数授業
児童生徒数の減少や学校の統廃 （ティーム・ティーチング）により、児童生徒一人一人に応じ

合による教職員定数の減少を踏ま たきめ細かな教育活動を行うため、教職員を引き続き確保しま
えつつ、少人数学習や特色ある取 した。
組への教員の重点配置など、地域 ◇少人数学習推進事業：
の実情に即した教職員の適正配置 小・中学校 臨時講師33人、非常勤講師105人を配置
に努めます。また、退職者の補充 高校 非常勤講師19人を配置
抑制、学校事務のセンター化、派
遣教員の縮小などに取り組みま ■ 小規模小学校において、学校の課題に応じた学習指導体制が
す。 組織できるよう学級担任以外に臨時講師を配置することにより、

学校の活性化を図りました。
◇小学校まなび・ふれあい充実事業：臨時講師９人を配置

■ 退職者の補充抑制に努めました。
◇２１年度退職者数：小・中学校 128人 高校 71人

特別支援学校 17人 計 216人
◇２２年度新規採用者数：小・中学校 36人 高校 34人

特別支援学校 19人 計 89人

■ 事務の効率化、事務職員のスキルアップ及び職員数の縮減を
図るため、小規模の学校を対象に、一定地域内で拠点校を定め
て事務職員を集中配置しました。
一地区のセンター化において事務職員１～２名を減じ、２２

年度は１９地区８０校で実施しました。
◇２１年度までの実施地区：17地区71校
２２年度の新規実施地区： 2地区 9校

（北秋田市、由利本荘市）
◇事務職員等の人員
・センター化実施前 事務職員79人

31人減
センター化実施後 事務職員48人

（別途非常勤職員72人を配置）

■ 市町村に派遣している社会教育主事等の派遣人員を引き続き
抑制しました。
◇社会教育主事 増減無し（２１年度：2人→２２年度：2人）
◇スポーツ主事 派遣無し（２１年度：0人→２２年度：0人）

◎ 若手教員の確保、博士号保有者 ■ 早期退職者優遇制度の導入、採用試験での東京都との連携等
等の採用 を行いました。
現行の受験年齢の維持などによ ・早期退職優遇制度により、定年前退職者への退職手当の割増

る若手教員の採用や、博士号保有 率の引き上げ等を行い、新規採用枠の拡大につなげました。
者、スポーツで国際大会に出場し ◇２２年度の早期退職希望者数 69名
た者などの社会人特別選考の実施 ・若い優秀な教員を採用し、教員の年齢構成のアンバランスを
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により、学校組織の活力の維持・ 解消するため、２２年度に実施した選考試験においては、受
向上に努めます。 験年齢制限を全校種３５歳としました。

・小学校教諭採用試験において、本県一次選考を受験し一定の
成績を収めた者が東京都の二次選考を受験可能とするなど、
東京都との間で協調選考を実施しました。
◇本県の受験者６名が東京都の採用試験に合格

＜参考＞教育職員の年齢構成（２２年度末現在）
２０代の割合：1.7％（人数：144名うち小学校教員は26名）

■ 学校教育の多様性への対応と充実を図るため、社会人特別選
考を実施し、秀でた教員の採用を行いました。
◇２２年度実施教員採用試験・社会人特別選考の状況
高校：博士号保有者（合格者1名） 外国語（合格者無し）

保健体育（合格者1名）

◎ 新しい職（副校長）の設置等に ■ 副校長の設置について検討を行いました。
よる学校運営の強化 他都道府県の動向も視野に入れながら、給与表等の対応、条
学校運営機能の強化を図るた 例の改正等について、２３年度以降も検討していきます。

め、学校教育法上の副校長の設置
を検討するとともに、教育専門監 ■ 教育専門監は専門分野で卓越した力を発揮し、児童生徒の学
を活用し、授業力の向上に引き続 習意欲の向上や教員の指導力向上に貢献しています。
き取り組みます。 ２２年度は教育専門監の制度について、地域の教育環境や必

要性等を踏まえ認定者数の拡充に努めるとともに、その周知と
活用を図りました。
◇２２年度の配置状況：小・中学校 20名 高校21名

特別支援学校4名 計45名

◎ 民間人講師の活用、進学情報関 ■ 特別非常勤講師制度及び特別免許状制度の活用により、優れ
連企業との連携 た知識や技能・技術を持った社会人の教育活動への活用を図り
教育環境の向上を図るため、民 ました。

間人講師の活用、進学情報関連企 ◇２２年度中の特別非常勤講師制度による社会人活用状況：
業との連携など、民間の優れた手 高校56名
法を生かした取組を推進します。

■ 教員の指導力向上と生徒の学力向上を図るため、本県高校生
の苦手教科である理数系教科の指導に優れた予備校講師を学校
等に派遣するなど、外部の学習指導のノウハウを導入する様々
な取組を引き続き実施しました。
◇２２年度の取組「プロフェッショナル活用事業」
・数学科教員集中研修の実施

２２年度の参加教員数 47名
・英語・数学・理科思考力養成セミナーの開催
・予備校等への教員の派遣研修

２２年度の参加教員数 99名
・夏季・冬季合宿セミナー、メディカルキャンプの開催

２２年度の参加生徒数
夏季・冬季合宿セミナー：夏季 130名 冬季 89名
メディカルキャンプ：夏季 47名 冬季 67名

（「教職員定数」の評価がＣとなった理由）
小・中学校において、特別支援学級の増加や新たな学習指
導要領に対応するため計画を上回る教職員の配置が国から認
められたことから、目標に達しませんでした。
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■教職員定数 目 標 10,519 10,352 10,176 10,004 9,857

人 実 績 （２１年度） 10,386

評 価 Ｃ
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（２）県立高等学校の統合 一連番号 ２９

所 管 課 教育庁高校教育課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 北秋田地区統合校 ■ 平成２３年４月開校に向け、校舎建築工事を実施するととも
統合校校舎建築工事を実施しま に、ソフト面の準備を進めました。（２２年１２月完成）

す。
・校 名 秋田県立秋田北鷹高等学校
・基本理念 「新しい時代を創造する人間の育成」
・統合対象校 鷹巣高校、鷹巣農林高校、米内沢高校、

北秋田市立合川高校
・設置場所 鷹巣農林高校敷地
・設置学科および１学年あたりの学級数

普通科（５学級）、生物資源科（１学級）、
緑地環境科（１学級）

・校章の決定 左欄参照 ・校歌の決定（平成２３年２月）
・内規の決定 ・ＰＴＡ、同窓会等の一体化に向けた検討
・部活動の整理統合

◎ 湯沢地区統合校 ■ 平成２３年４月開校に向け、校舎建築工事を実施するととも
統合校校舎建築工事を実施しま に、ソフト面の準備を進めました。（２３年２月完成）

す。
・校 名 秋田県立湯沢翔北高等学校
・基本理念 ｢創造力や実践力のあるたくましい生徒の育成｣
・統合対象校 湯沢北高校、湯沢商工高校
・設置場所 湯沢北高校敷地
・設置学科および１学年あたりの学級数

普通科（２学級）、総合ﾋﾞｼﾞﾈｽ科（２学級）、
工業技術科（２学級）

・平成２４年４月 専攻科開科予定（介護福祉科(20名程度)
生産技術科(10名程度)）

・校章の決定 左欄参照 ・校歌の決定（平成２３年２月）
・内規の決定 ・ＰＴＡ、同窓会等の一体化に向けた検討

◎ 能代地区統合校 ■ 平成２５年４月開校に向け、実施設計及び事前調査を実施し
統合校の実施設計及び事前調査 ました。（２３年３月完了）

を実施します。
・基本理念 ｢グローバルな視野で未来を切り拓く力を育む｣
・統合対象校 能代北高校、能代市立能代商業高校
・設置場所 能代商業高校敷地
・設置学科および１学年あたりの学級数

普通科（３学級）、国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科（１学級）
情報ﾋﾞｼﾞﾈｽ科(２学級)
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（３）警察本部の改革 一連番号 ３０

所 管 課 警察本部警務課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 定年警察官の再任用の実施 ■ 平成２２年度末定年退職予定者（警察官 50人、一般職員７人）
現場執行力の確保や若手職員の のうち再任用希望者について、適正等を調査し、後継者育成に

育成を図るため、専門的な知識や 適する者の獲得を図りました。
技能を有する定年警察官の再任用 ・ 再任用希望状況の把握 （22年４月）
を実施します。 ・ 再任用計画の策定 （22年５月）

・ 事前調査 （22年９月～１２月）
・ 再任用 （23年４月）
※再任用人数は今年度並みの予定（22年度は 47人）。

◎

一般職員の縮減の検討 ■ 数値目標を見据え、採用、再任用及び非常勤職員等の適正管
事務の効率化を推進するととも 理に努めることにより、一般職員数の縮減を検討しました。（１

に、合理化・再配置に取り組むこ 月～３月）
とにより、一般職員数の縮減を検
討します。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■一般職員数 目 標 380 378 375 372 370

人 実 績（ ２１年度） 371

評 価 Ａ
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（４）行政委員会委員報酬のあり方の検討 一連番号 ３１

所 管 課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 委員会活動の実態の把握 ■ 各委員会の業務内容・権限、活動実績（19 年度～ 21 年度）、
各行政委員会における委員の活 報酬のあり方に係る考え等について、全委員会に対し調査を実

動実態を調査します。 施し、集計・分析を行いました。（４月）

◎ 各委員会との意見交換の実施 ■ 地方自治法の規定、委員報酬にかかる判例、他県における見
各行政委員会と委員報酬のあり 直し状況等を踏まえ、委員報酬のあり方、見直しの方向性につ

方について意見交換します。 いて各委員会の委員長等と意見交換を行いました。（５月～７月）

◎ 報酬のあり方の検討 ■ 委員としての活動実態をより適切に反映した報酬となるよう、
委員会の性格・活動状況等を踏 教育委員会及び公安委員会を除き、月額の報酬水準を現行の３

まえた適切な支給方法や支給水準 分の１程度に引き下げた上で、勤務日数に応じて日額の報酬を
のあり方について検討し、必要に 加算して支給することとする条例改正を行い、１１月１日から
応じて見直しを行います。 施行しました。

なお、教育委員会及び公安委員会については、組織管理に伴
う日常的な活動実態を考慮し、月額制を維持することとしまし
た。
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（５）議会事務局サポート機能の強化 一連番号 ３２

所 管 課 議会事務局総務課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 行政委員会に対する本会議への ■ 平成２１年度の「議会運営委員会議会改革に関する小委員会」
出席要求 における協議・検討結果に基づき、教育長及び警察本部長を除
教育長及び警察本部長を除く行 く行政委員長等に対しては、答弁が必要な場合のみ本会議への

政委員長等に対しては、答弁が必 出席を要求することとなりました。（４月～）
要な場合のみ本会議への出席を要
求します。

◎ 定例会の会期のあり方や議決事 ■ 「議会運営委員会議会改革に関する小委員会」等における調
件の拡大についての調査・検討 査・検討をサポートしました。（４月～）
・定例会の会期のあり方につい ・定例会の会期のあり方について
て、通年議会や定例会年２回制 他県の事例なども参考に、定例会の回数を減らして会期を長
等の議会運営に関する調査・検 くすることによるメリット、デメリット等について協議が重ね
討を進めます。 られましたが、現行の定例会の回数を減らす方向で引き続き検

討することとなりました。
・議決事件の拡大について、県の ・議決事件の拡大について
基本構想等を議決事件とするこ 他県の事例なども参考に、基本的計画を議決事件とする条例
とに関して調査・検討を進めま のメリット、デメリットについて協議が重ねられましたが、結
す。 論には至らず、今後も引き続き検討することとなりました。

また、「国会等に提出した意見書のフォローアップ」及び「予
算審査方法」など実施計画になかった事項についても、他県の
事例などを参考にそれぞれのメリット、デメリットについて協
議が重ねられました。
その結果、意見書のフォローアップについては、平成２３年

度から実施することとし、予算の審査方法については、全議員
による審査方法等に見直しする方向で、引き続き検討すること
となりました。
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４ 地方独立行政法人の経営改善

（１）秋田県立医療療育センターを運営する新たな地方独立行政
法人の設立 一連番号 ３３

所 管 課 障害福祉課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 地方独立行政法人秋田県立療育 ■ 太平療育園と小児療育センターを再編統合し、地方独立行政
機構を設立します。 法人秋田県立療育機構を設立しました。（４月）
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（２）地方独立行政法人の経営改善に向けた取組の推進 一連番号 ３４

所 管 課 学術振興課 医務薬事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県からの派遣職員の縮減（公立 ■ 公立大学法人秋田県立大学への派遣職員を前年度比７人、公
大学法人） 立大学法人国際教養大学への派遣職員を同２人減らしました。
公立大学法人への県からの派遣 （４月）

職員数を縮減します。

◎ 医療サービスの向上と安定的な
経営基盤の確立（県立病院機構）
・効率的な運営体制の構築 ■ 病棟間の連携により、患者の症状に合わせた転棟や治療環境
病床の稼働状況等を踏まえ、診 の調整を行い、病床及び医療スタッフの有効利用を図りました。

療科を超えた医療スタッフ及び病 （通年）
床の弾力的な配置を行います。

■ 脳研センターにおいて、看護師が不足していた病棟に看護師
を増員させるなどして、病床利用率の向上を図りました。（通年）

■ 効率的な運営を職員に意識させるため、内部広報紙「経営戦
略ニュース」において２１年度決算を取り上げるなど、職員の
経営意識の向上を図りました。（通年）

・事務部門の職員の確保・育成 ■ 経営の中核となる職員を確保するため、職務経験者の採用試
さらなる経営改革に向けた教育 験を実施し、６名を採用しました。（８月、１２月）

・研修等を通じ、職員の経営意識
の醸成を図ります。 ■ 労働法セミナーへの参加など事務職員の専門性の向上に努め

ました。（８月）

・収入の確保、費用の節減 ■ 脳卒中地域連携パスの運用を開始し、リハビリを扱う病院（リ
未収金を発生させない取組の強 ハビリテーション・精神医療センター）として急性期病院から

化や物流管理システムによる医薬 の患者を早期に受け入れることにより、収益確保を図りました。
品等の適正な在庫管理等により、 （通年）
収入の確保及び費用の節減を図り ※脳卒中地域連携パス
ます。 ：患者の情報を切れ目なく関連機関に伝達するための、

脳卒中患者の診療計画書。当該患者に対してベストな
医療を提供するための情報共有化資料といえる。

■ 退院日前に概算費用を患者に示して支払い準備を促し、高額
療養費制度の自己負担限度額適用認定の手続きをしてもらうな
ど、未収金の発生を未然に防止するよう取り組みました。また、
未収金について文書による催告や分納誓約させることにより、
その回収に努めました。（通年）

■ 物品購入における複数年契約の導入や業務委託、医薬品の適
正な在庫管理等により費用節減を図りました。（通年）
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■経常収支比率 目 標 97.5 100.4 101.6 101.0 100.9

（県立病院機構） ％ 実 績 （２１年度） 100.8

評 価 Ａ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県からの派遣職員数 目 標 54 45 37 33 28

（公立大学２法人計） 人 実 績 （２１年度） 45

評 価 Ａ
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Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進

１ 秋田の発展につながる政策経費の確保

（１）既存事業の抜本的な見直しによる重点施策への配分額の確
保 一連番号 ３５

所 管 課 財政課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 重点施策の推進 ■ 社会保障経費が増加するなど厳しい財政状況にあっても、行
「ふるさと秋田元気創造プラン」 財政改革の推進や事業の選択と集中の徹底により、「ふるさと秋
のプロジェクト等、重点施策に対 田元気創造プラン」等の重点施策を推進する予算を確保しまし
し積極的に予算を配分します。 た。

２２年度当初 ６９６億円（前年度比１９４億円、３８.６％増）
（内訳）①ふるさと秋田元気創造プラン ２３９億円

②スポーツ・教育・文化でつくる元気な秋田
７５億円

③県と市町村の協働の推進 ３６億円
④経済・雇用対策 ３４６億円

◎ 選択と集中の徹底 ■ 事業の「選択と集中」の徹底を図ることにより、政策予算に
政策予算に対する重点施策の割 対する重点施策の割合を増加させました。

合を２０％以上にします。 ２１年度当初 １７.２％ → ２２年度当初 ２１.７％

◎ 予算編成を通じた見直し ■ 全ての事業について、必要性、緊急性、効率性等の観点から
各事業について、部局による見 各部局が主体的に見直しを行ったほか、予算編成を通じて総務

直し（一次見直し）、総務企画部 企画部による精査を行いました。
による精査（二次見直し）を行い
ます。

◎ スクラップ・アンド・ビルドの ■ 平成２２年度当初予算においては、既存事業の見直しにより、
徹底 一般財源ベースで経常経費１０億円、政策経費５３億円を縮減
既存事業の見直しにより、新規 しつつ、新規・拡充事業について８７億円を確保しました。

・拡充分として５０億円以上を確
保します。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■政策予算総額（当初予算）に 目 標 17.2 21.7 23.0 24.0 25.0

占める重点施策事業の割合 ％ 実 績 （２１年度） 21.7

評 価 Ａ
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（２）市町村等の自主性を活かした事業への財政支援 一連番号 ３６

所 管 課 少子化対策局 財政課 地域活力創造課 評価結果 Ａ
地域活力創造課活力ある農村集落づくり推進チーム

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 新たな交付金制度の創設と市町 ■ 市町村の裁量で地域の実情に即した少子化対策全般を実施す
村振興資金の効果的運用 る財源として、総額３億円の市町村少子化対策包括交付金を新
市町村が主体的に少子化対策を たに創設し、２５市町村に対して交付決定を行いました。

行うため、新たに「市町村少子化 市町村では、若者の地域定着、結婚や出産のしやすい環境づ
対策包括交付金」を交付します。 くり、子育て支援などの少子化対策事業として、１１４事業を
市町村振興資金について、前年 行ったところであり、全県における少子化対策の支援が実施さ

度を上回る貸付枠を確保するほ れています。（４月～）
か、制度拡充により柔軟かつ効果
的な運用を図ります。 ■ 市町村振興資金については、貸付枠を２５億円から３０億円

に拡大したほか、無利子である特例措置貸付枠の対象事業とし
て定住自立圏共生ビジョンに基づく整備事業及び少子化対策と
して実施する子育て支援関係施設整備事業を新たに追加しまし
た。（４月～）

◎ 「地域活力創造戦略プロジェク ■ ５月上旬から開始した募集に対し、４０件を超える応募があ
ト」の実施 り、書類審査による第１次審査、プレゼンテーション審査によ
県民の自由な発想により、地域 る第二次審査の結果、ＮＰＯ法人や企業など１１団体を採択し

資源の有効活用や新たな地域ブラ ました。（７月）
ンドの創出等を通じて、地域の活 また、専門家の派遣について７月から募集を開始し、ＮＰＯ
性化や新たなビジネス展開を図る 法人等８団体を採択し地域の元気創出に向けた取組を支援して
取組を支援します。 います。
また、農山漁村コミュニティ・

ビジネスなどをサポートするため
専門家を派遣する「秋田の元気ビ
ジネス応援隊派遣事業」を実施し
ます。

◎ 「元気なムラづくり“チャレン ■ 公募の結果、１３市町より１７件の応募があり、審査会で審
ジ”支援事業」の実施 査した結果、８団体の採択を決定しました。（４月～５月）
元気なムラづくりにチャレンジ また、実践活動の立ち上がり段階をサポートするため、全地

する団体を８団体公募し、選考決 区において、関係団体による「元気なムラづくりミーティング」
定します。 を実施するとともに、取組を県のホームページや広報紙により
また、採択団体と市町村・県な 情報発信しました。（６月～）

どによる「元気なムラづくりミー
ティング」を実施します。
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■関連予算額 目 標 3 3 3 3

億円 実 績 － 3

評 価 Ａ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■高齢化等集落の活力向上対策 市町 目 標 10 25 － － －

等に取り組む市町村数 村 実 績 （２１年度） 25

評 価 Ａ
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２ 歳出の見直し

（１）人件費の縮減 一連番号 ３７

所 管 課 財政課 人事課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 総人件費の縮減 ■ 定員縮減や管理職手当の見直しなどの取組により、給料及び
新たな定員適正化計画の推進等 職員手当の縮減を行いました（２３年度以降も継続）。なお、給

により、給与費の一層の縮減を図 与の臨時削減の終了や職員共済費の負担金率の引き上げ等によ
ります。 り、人件費総額は平成２１年度に比べて増加しました。

・２０年度実績との比較
２２年度実績 総人件費 △２１億円（対 20年度）
［＝ 22年度実績 1,523億円－ 20年度実績 1,544億円］
（内訳）給 料 △ １億円 退職手当 △２億円

職員手当 △４８億円 そ の 他 ２億円
共 済 費 ２８億円

・２１年度実績との比較
２２年度実績 総人件費 ＋１２億円（対 21年度）
［＝ 22年度実績 1,523億円－ 21年度実績 1,511億円］
（内訳）給 料 １０億円 退職手当 △５億円

職員手当 △１６億円 そ の 他 △１億円
共 済 費 ２４億円

◎ 各種手当等の見直し ■ 農林漁業普及指導手当等について、他県における支給率等の
農林漁業普及指導手当等につい 調査を行いました。（４月～５月）

て、業務の特殊性の変化に着目し 管理職手当については、地方機関の班長等を支給対象から除
た見直しを検討します。 外するとともに、支給額を平均で約１２％引き下げました。（４
また、管理職職員数を４割程度 月）

削減するとともに、管理職手当の 主な管理職手当支給月額（行政職）
支給額を平均で約１２％引き下げ 区 分 平成 21年度 平成 22年度
ます。 部長級 130,300円 119,900円

次長級 94,000円 84,600円
課長級 74,800円 66,500円
上席主幹級 66,500円 58,200円
本庁班長級 55,500円 47,600円

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■総人件費 目 標 1,544 1,535 1,496 1,477 1,466

億円 実 績 （２０年度） 1,523

評 価 Ａ
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（２）県単独補助金の見直し 一連番号 ３８

所 管 課 財政課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県単独補助金の見直し ■ ニーズの再検討や対象の重点化、事務事業の見直し等を通じ
全ての分野の県単独補助金につ て、県単独補助金の縮減を図りました。

いて、対象の重点化や効率的な事
業執行の観点等から縮減を行いま ２２年度当初 県単独補助金の縮減額 △３３億円
す。 （内訳）○社会ニーズの変化等から廃止 △ ４億円

○社会ニーズの変化等から縮減 △ ４億円
○対象を重点化することにより縮減 △ ５億円
○効率的な事業執行の観点等から縮減、自然減

△２０億円

◎ 県民ニーズへの対応 ■ 増額・新設が必要なものについては、積極的に対応しました。
県民ニーズ等の観点から、増額

・新設が必要なものについては、 ２２年度当初 県単独補助金の増額・新設 １４８億円
積極的に対応します。 （内訳）○県民ニーズ等に対応した増額 ２９億円

・県制度資金保証料補助金
・市街地再開発事業補助金 等

○県民ニーズ等に対応した新設 １１９億円
・住宅リフォーム緊急支援事業補助金
・地域水田農業対策緊急支援交付金
・市町村少子化対策包括交付金 等

◎ 団体、市町村等への説明 ■ 団体運営費に対する補助金等の見直しに当たっては、所管部
見直しに当たっては、関係団体 局を通じて十分な説明・協議を行いながら実施しました。

や市町村等への十分な説明を行い
ます。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■補助金の縮減額 目 標 △51 △33 △10 △10 △10

（新規・拡充分を除く） 億円 実 績 （２１年度） △33

評 価 Ａ
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（３）公共投資の重点化及びコスト削減 一連番号 ３９

所 管 課 財政課 総合政策課 建設管理課技術管理室 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 総事業費の縮減と重点化 ■ 平成２２年度当初予算においては、「選択と集中」、「費用対効
総事業費の着実な縮減を図ると 果」の観点から、事業の重点化を図りつつ、総事業費の縮減に

ともに、投資事業の重点化を図り 努めました。（４月～）
ます。 ２２年度当初 投資事業 ９９９億円（前年度比△１４０億円）

◎ 機動的かつ弾力的な予算化 ■ 平成２２年度の公共事業については、県内の経済雇用情勢を
予算化に当たっては、必要に応 踏まえ、国の公共事業の予算が減少する中にあって、県単独事

じて県単独事業について一定量を 業を大幅に拡大し、平成２１年度１２月～２月補正による前倒
確保するなど、機動的かつ弾力的 しを含め、前年度比１０１.６％の事業量を確保しました。
な対応に努めます。 （４月～）

◎ 国への要望 ■ 直轄負担金制度改革の着実な推進及び地方への配慮について、
国直轄事業負担金のあり方等に 全国知事会等を通じて国に要望しました。

ついて、全国知事会等を通じて国 （全国知事会）
に要望します。 ・直轄負担金制度改革ＰＴによる要望（８月）

（地方六団体）
・国との協議・意見交換（６、１０月）

◎ 「設計ＶＥ」の推進 ■ 平成２２年度に実施した設計業務委託の中から８件について、
公共工事の新規箇所等につい インハウス（職員６～８人で実施）による設計ＶＥを実施しま

て、設計ＶＥの適用を推進します。 した。（１～２月）
・実施箇所数 ８件（建設交通部 ７件、農林水産部 １件）

◎「長寿命化施策」の推進
・都市公園３か所（小泉潟、中央、■ 平成２２年度に長寿命化計画の策定を終了しました。
北欧の杜）について、長寿命化
計画を策定します。

・流域下水道３処理区（臨海、大 ■ 平成２４年度内の長寿命化計画の策定に向けて、施設状況調
曲、横手）について、施設状況 査を実施しました。（臨海処理区：平成２２年度終了、大曲・横
調査を実施します。 手処理区：平成２２年度～２３年度）

・流域下水道２処理区（大館、鹿 ■ 平成２４年度内の長寿命化計画の策定に向けて、対象施設の
角）について、対象施設の選定 選定や施設状況調査を平成２２年度に行いました。
を実施します。

・河川所管５施設（樋門・樋管、 ■ 施設の計画的な維持補修に向けて、各施設の現況調査を実施
砂防ダム、急傾斜防止施設、地 しました。（各施設の調査：平成２２年度～２５年度）
すべり施設、ダム）について、
現況調査を実施します。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■投資事業費（当初予算） 目 標 1,139 999 954 902 893

億円 実 績 （２１年度） 999

評 価 Ａ
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（４）事務費、施設運営費等の経常的経費の縮減 一連番号 ４０

所 管 課 財政課 財産活用課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 予算編成を通じた見直し ■ 全ての事業について、必要性、緊急性、効率性等の観点から
各事業について、部局による見 各部局が主体的に見直しを行ったほか、予算編成を通じて総務

直し（一次見直し）、総務企画部 企画部による精査を行いました。
による精査（二次見直し）を行い
ます。

◎ 予算調整基準の設定 ■ 裁量的な経常経費については、前年度当初予算（一般財源ベ
裁量的な経常経費については、 ース）の原則５％縮減を予算調整基準として設定し、既存事業

前年度当初予算（一般財源ベース） の見直しにより１０億円縮減しました。
の原則５％を縮減します。

◎ エネルギー使用量の適正化 ■ 知事部局、教育庁及び警察本部の計１６２施設にて、エネル
施設の節電調査やボイラー機器 ギー使用や設備運用に関する現地調査を行うとともに、具体的

等の運転状況について立入調査を なエネルギー削減方策を取りまとめ、改正省エネ法に基づく中
行い、改善指導を行います。 長期計画を策定しました。（１１月）
また、県有建築物のエネルギー

量削減方法を取りまとめた中長期
計画を策定します。

◎ エスコ事業の導入 ■ 秋田ふるさと村については、エスコ事業を公募し、９月に事
秋田ふるさと村、近代美術館に 業者と契約、１月に省エネ改修工事が完了しました。平成２３

エスコ事業を導入し、エネルギー 年４月から運用を開始します。
使用料を削減します。 秋田県立総合プールについては、１０月に公募し、１月に優
また、エスコ導入可能施設１か 先交渉権者が決定、詳細設計等を経て平成２３年８月に契約す

所の事業者公募を行います。 る予定です。

◎ 省エネルギー機器への更新 ■ 設備の老朽化等に併せて、省エネルギー機器への更新を実施
設備機器更新時期を検討しなが しました。主な大規模改修施設と完成時期は次のとおりです。

ら、省エネ機器への更新を行いま 県立図書館（１月）、高度技術研究所（３月）、
す。 県庁舎（３月）、総合保健センター（平成２３年４月）

（「県有建築物のエネルギー使用量」の評価がＣとなった理由）
夏場の猛暑により冷房用に使用したエネルギーが例年より大

きかったため、削減目標に達しませんでした。
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■経常的経費の縮減額 目 標 △12 △10 △5 △5 △5

（一般財源ベース） 億円 実 績 （２１年度） △10

評 価 Ａ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県有建築物のエネルギー使用 目 標 100.0 98.0 97.0 96.0 95.0

量 ％ 実 績 （２０年度） 98.6

評 価 Ｃ
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（５）県債発行額の抑制（臨時財政対策債を除く）によるプライ
マリーバランスの黒字確保 一連番号 ４１

所 管 課 財政課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 県債発行総額の抑制 ■ 平成２２年度当初予算においては、県債発行を前年度比１９
退職手当債や行政改革推進債の ９億円縮減することにより、一般会計債等の残高は３３８億円

発行取りやめ等により、県債の新 減少しました。
規発行を抑制します。 なお、２２年度の決算ベースでの県債発行総額は、経済対策

の実施や国の地方財政対策に伴う臨時財政対策債（以下「臨財
債」という。）の増加により、前年度比６億円増加しました。

【当初予算ベース】（単位：億円）
（県債発行額）

一般会計債等 臨財債 発行額計
２１年度当初 ５８４ ５０３ １,０８７
２２年度当初 ３８５ ６００ ９８５
21→22 増減 △１９９ ＋９７ △１０２

（年度末県債残高）
一般会計債等 全体(臨財債含む)

２１年度末 １０,００１ １２,５８８
２２年度末 ９,６６３ １２,７８５
21→22 増減 △３３８ ＋１９７

※年度末県債残高は当初予算時点での見込み

【決算ベース】（単位：億円）
（県債発行額）

一般会計債等 臨財債 発行額計
２１年度決算 ４９３ ５３３ １,０２６
２２年度決算 ４２１ ６１１ １,０３２
21→22 増減 △７２ ＋７８ ＋６

（年度末県債残高）
一般会計債等 全体(臨財債含む)

２１年度末 ９,９１２ １２,４９９
２２年度末 ９,６１０ １２,７４３
21→22 増減 △３０２ ＋２４４

◎ プライマリーバランスの確保 ■ 将来の公債費負担軽減のため、県債発行の抑制により、臨財
（決算ベース） 債を除いた決算ベースでのプライマリーバランスは黒字を確保
臨時財政対策債を除いた、決算 しました。

ベースでのプライマリーバランス なお、臨財債を含めた場合は赤字となります。
の黒字を確保します。

※２２年度決算
臨財債を除いた場合のプライマリーバランス ３０２億円
（公債費(元金償還額)７２３億円－県債発行額４２１億円）
臨財債を含めた場合のプライマリーバランス △２４４億円
（公債費(元金償還額)７８８億円－県債発行額１,０３２億円）



- 51 -

３ 歳入の確保

（１）県・市町村の連携による県税収入率の向上 一連番号 ４２

所 管 課 税務課 税務課徴収特別対策室 評価結果 Ｃ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 市町村との連携による収入確保
対策の強化
・秋田県地方税滞納整理機構（以 ■ 「秋田県地方税滞納整理機構」を設立し、業務を開始しまし
下、機構という。）の業務を開 た。（４月）
始します。

・機構と市町村とで引継事案を協 ■ 機構と市町村とで引継事案について協議し、滞納整理（主と
議するとともに、滞納整理を開 して滞納処分）を開始しました。（４月一次引継）
始します。

・２１年度決算における新たな滞 ■ 平成２１年度決算における新たな滞納事案について、機構が
納事案について、滞納整理を本 市町村から引継を受け滞納整理を本格的に開始しました。（７月
格開始します。 二次引継）

・運営委員会を開催し、２２年度 ■ 運営委員会（委員長は県総務部長、委員は市町村長が指名す
の状況報告及び２３年度体制に る職にある者）を開催し、平成２２年度の状況報告及び平成
ついて協議します。 ２３年度体制について協議予定。（２３年４月）

◎ 納税環境の整備や滞納処分の早
期着手などの収入確保対策
・口座振替納税の普及拡大とコン ■ 口座振替納税については、市町村広報等への掲載、納税通知
ビニ納税の利用促進を図りま 書（個人事業税）へのパンフレット同封、街頭での広報などに
す。 より制度の周知と利用の拡大を図りました。

また、自動車税納税通知書にコンビニ納税の広報チラシを同
封し、利用促進を図りました。（通年）

・債権の差押えを早期に実施する ■ 滞納処分の早期着手については、９月から債権を中心とした
ほ か、差押財産のインターネッ 差押を実施しているほか、差押えした自動車を主体に５回（１
ト 公売を積極的に活用します。 ２月末現在）のインターネット公売を実施しました。

（「県税収入率（滞納繰越分）」の評価がＤとなった理由）
徴収特別対策室を設置し、市町村との協働による徴収に取り

組みましたが、厳しい経済状況等により、目標に達しませんで
した。
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県税収入率（現年度分） 目 標 99.07 99.09 99.10 99.11 99.12

％ 実 績 （２０年度） 99.12

評 価 Ａ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県税収入率（滞納繰越分） 目 標 19.84 19.86 19.87 19.88 19.89

％ 実 績 （２０年度） 18.08

評 価 Ｄ



- 53 -

（２）税外未収金の回収と未利用資産の処分の促進 一連番号 ４３

所 管 課 会計課 財産活用課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 債務者の実態調査の実施と税外 ■ 担当部局は、債務者の現状、債権の分類や性質、償還状況な
未収金の回収対策の検討 どの調査を実施し、未収金整理計画書を作成しました。また、
担当部局は、債務者の現状等を 債権管理検討委員会ワーキンググループは、未収金整理計画書

調査し、未収金整理計画書を作成 を基に担当部局のヒアリングを実施し、各債務者ごとに回収対
します。また、債権管理検討委員 策を検討しました。（４月～９月）
会ワーキンググループは、未収金
整理計画書を基に回収対策を検討
します。

◎ 債権回収強化月間における税外 ■ １０月と１１月を債権回収強化月間とし、担当部局と債権管
未収金の回収 理検討委員会ワーキンググループは、文書、電話又は訪問によ
担当部局と債権管理検討委員会 る督促、財産の調査などを実施し、税外未収金の回収に努めま

ワーキンググループは、文書、電 した。（１０月、１１月）
話又は訪問等により、税外未収金
の回収に努めます。

◎ 未利用資産の売却の推進
・年４回程度、一般競争入札を実 ■ 一般競争入札を年５回実施しました。（５月、８月、９月、１
施します。 月、２月）

・県のホームページ、市町村広報 ■ 県のホームページに売却物件を掲載しています。また、新聞
を活用するほか、新聞の折り込 の折り込みチラシを配布しました。（３月）
みチラシを実施します。

・処分経費節減のため、建物付き ■ 処分経費節減のための、建物付き売却を行いました。
の売却を推進します。 （８月、１月・２月）

◎ インターネット、民間事業者を
活用した売却の推進
・年３回程度インターネット公売 ■ インターネットを活用し県有地を１件売却しました。（７月）
を実施し、広く県外からの購入
希望者も募ります。

・宅地建物取引業協会及び不動産 ■ 宅地建物取引業協会及び不動産協会のノウハウと情報網を活
協会のノウハウと情報網を活用 用した紹介制度を継続中です。
した紹介業務を推進します。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■税外未収金の回収額 百万 目 標 87 90 90 90 90

円 実 績 （２０年度） 170

評 価 Ａ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■県有資産の売却額 百万 目 標 304 150 100 100 100

円 実 績 （２１年度） 298

評 価 Ａ
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（３）使用料・手数料の見直し、企業広告の活用等 一連番号 ４４

所 管 課 財政課 財産活用課 総務課 総合政策課 評価結果 Ｂ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 使用料等の見直し ■ 受益とコストのバランスを考慮しながら、使用料・手数料の
コスト計算の見直しなどを行 見直しを行いました。
い、受益に見合った適正な負担 ・新たに設定したもの ６件 増収見込額 ０百万円
を求めます。 （宗教法人に関する証明等手数料など）

・改正したもの １１件 増収見込額 ２７百万円
（空港駐車場使用料など）

◎ 目的外使用料の減免率の見直し
・財務規則の目的外使用許可規定 ■ 目的外使用の範囲を拡大するため、財務規則第３２９条第１
の改正に併せて、減免基準の見 項について、限定列挙方式から例示方式に改正し、平成２２年
直しを行い平成２２年４月から ４月１日から新基準を適用しています。
新基準を適用します。

・減免率については、平成２２年 ■ 減免率の引き下げについては、食堂等の厚生施設設置者の撤
度中に見直しを行います。 退が危惧され、県民サービスの低下を招くおそれもあることな

どから、見直しの結果として、当分の間は現行の減免基準を継
続することとしました。

◎ 公募による長期貸付方式の試行 ■ 自動販売機の目的外使用許可の実態調査と、長期貸付方式へ
及び導入 の移行に対するアンケート調査を実施し、移行可能な庁舎・設
行政財産の目的外使用許可（自 置場所等を選定するとともに、３月上旬に一般競争入札を実施

動販売機設置）に代え、モデル事 しました。
業として長期貸付を実施し、問題
点の洗い出しを行った上で貸付要
綱の策定に着手します。

◎ 県印刷物、ホームページ、県有 ■ 県の広報紙及び自動車納税通知書用封筒に広告を掲載すると
施設等への企業広告掲載の拡充 ともに、「美の国あきたネット」のトップページにバナー広告を
県が作成する印刷物等への広告 掲載しました。

の掲載を実施します。また、新規 また、県本庁舎エレベータホール付近及び県立野球場（こま
の広告導入を図ります。 ちスタジアム）内外野フェンスに広告を掲示しました。

◎ ネーミングライツ再募集の検討 ■ 県内及び県外の企業（合計１５７社）を対象として郵送によ
企業にとって投資価値のある魅 るアンケート調査を実施しました。

力的な権利として提案できるため また、調査結果を踏まえて、代表的な企業を訪問し、企業の
の事前リサーチを行い、応募条件 ネーミングライツに対する考えを聴取しました。（２月～３月）
等の見直しを検討します。

◎ 寄附金の広報の実施 ■ パンフレットやウェブサイトを活用し、県外事務所等と連携
県人会やイベント等の機会を活 して広報を実施するとともに、県人会、同窓会、ふるさと会等

用し、県外在住者等に対する広報 のイベント時にＰＲを行いました。（通年）
を実施します。 また、市町村と共同で、寄附者に対するウェルカムサービス

を実施したほか、庁内の職員に対し、名刺にＱＲコードやキャ
ッチフレーズを使ったＰＲの協力を呼びかけました。（通年）
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２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■使用料等の見直し件数 目 標 24 20 20 20 20

件 実 績 （２１年度） 17

評 価 Ｂ

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■広告事業による収入総額 目 標 2,348 2,500 2,600 2,700 2,800

万円 実 績 （２０年度） 2,436

評 価 Ｂ
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（４）地方交付税の総額確保と基金の有効活用 一連番号 ４５

所 管 課 総合政策課 財政課 評価結果 Ａ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 国への要望 ■ 地方交付税の総額確保や法定率の引き上げなど、地方の財政
地方交付税等の総額確保につい 基盤の充実強化について、本県単独及び全国知事会等を通じて、

て、全国知事会等を通じて国に要 国に要望しました。
望します。 （本県）

・平成２３年度国の施策・予算に関する要望（７月）
（全国知事会）
・平成２３年度国の施策・予算に関する要望（８月）
・地方交付税問題小委員会による要望（６、１１月）
・地方税制小委員会による提案（１０月）

（地方六団体）
・国との協議・意見交換（４、６、８、１０、１２月）

◎ 特定目的基金の活用 ■ 基金の充当事業の使途を拡大し、活用を図りました。
基金の充当事業の使途を拡大 ・美術品取得基金、森林整備担い手育成基金など

し、活用を図ります。 ４４１百万円

◎ 基金の取り崩し、使途拡大、整 ■ 特定目的基金について、当初予算編成過程において一般財源
理・統合の検討 としての活用等の検討を行うなどにより、財源対策としての活
基金の目的や残高、活用状況を 用を行いました。

整理し、可能なものから廃止や一 ・特定目的基金の活用（財源対策分） ４４１百万円
般財源としての活用等を図りま
す。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■基金の取り崩し・使途拡大の 目 標 6 4 4 4 4

金額 億円 実 績 （２１年度） 4

評 価 Ａ
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４ 第三セクターの経営の合理化・効率化の推進

（１）整理合理化指針の着実な推進と新たな整理合理化の取組 一連番号 ４６

所 管 課 総務課 評価結果 Ｃ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 「第３次第三セクター整理合理 ■ 対象法人の２１年度中の取組実績及び状況に関して、調査を
化指針」による取組の着実な推進 実施しました。（５月）
２１年度の取組実績の現状分析

を行い、２２年度の目標達成に向 ■ ２２年度上期の進捗状況及び目標の達成見込みに関する調査
けて助言指導を行うとともに、目 ・ヒアリングを実施しました。（１０月）
標に対する達成状況を公表しま
す。 ■ ２１年度の取組実績を把握するとともに現状分析を行い、２

２年度の目標達成に向けて法人に対して助言指導を行いました。
（随時）

■ 第３次第三セクター整理合理化指針の期間終了にあたり、目
標に対する達成状況の見込みを取りまとめました。（３月）

◎ 新たな第三セクター整理合理化 ■ 第３次第三セクター整理合理化指針期間（平成２０～２２年
指針の策定 度）における取組実績の確認及び暫定評価を行いました。（１１
第３次第三セクター整理合理化 月）

指針期間に基づく取組実績等を基
に、新たな指針を策定し、公表し ■ 今後の各法人の望ましいあり方についてヒアリングを実施し、
ます。 新たな指針の考え方について協議しました。（１０月）

■ 新たな指針の考え方を基本に、第３次第三セクター整理合理
化指針の取組実績及び評価、法人の意向、公益法人制度への対
応等を踏まえて次期指針の対象法人を決定し、取組目標の検討
を行いました。（１月）

■ 新たな指針（平成２３～２５年度）の対象法人について、法
人と協議の上、新たな指針となる「第三セクターの経営の健全
化等に関する行動計画」を策定し、公表しました。（３月）

（「第三セクター整理合理化指針目標達成累計数」の評価がＣとな
った理由）

未達成の法人は、累積赤字解消や経営の安定化を目標とした
法人であり、経済情勢の悪化や委託事業の減少による収入の減
少の中、さらなる経営の合理化に努めましたが、目標に達しま
せんでした。
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２ 数値目標及び実績 ※２３年度からは「第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画」目標達成数。

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■第三セクター整理合理化指針 目 標 5 23 36 36 36

目標達成累計数 法人 実 績 （２０年度） 18

評 価 Ｃ
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（２）経営評価の実施と経営健全化 一連番号 ４７

所 管 課 総務課 評価結果 Ｄ

１ 平成２２年度実施計画の概要と具体的な取組結果

実施計画の概要 取 組 結 果

◎ 指導方針の改訂 ■ 現行の「第三セクターの設立・運営及び指導監督に関する方
現行の指導方針を、県関与のあ 針」を公益法人制度改革や新たな国の指導方針の内容を踏まえ、

り方の再検討を含めて、時代に即 県関与のあり方の再検討を含めて、時代に即した運営を目指し
した運営を目指したものに改訂し たものに改訂しました。（３月）
ます。

・現行方針の問題点の洗い出し
・公益法人制度と第三セクターのあり方のすり合わせ
・国の指導方針とのすり合わせ
・指針の策定 （６月～）

◎ 専門家による経営評価の実施 ■ 公認会計士による経営評価を実施し、その内容に基づいて「秋
公認会計士による経営評価の内 田県第三セクター経営概要書・経営評価表」を作成し、県のＨ

容に基づいて「秋田県第三セクタ Ｐ上にて公開しました。（６月～１０月）
ー経営概要書・経営評価表」を作
成し、公開します。 ・各第三セクターの経営状況に係る書類・資料の提出（６月）

・公認会計士によるヒアリング（８月）
・秋田県第三セクター経営概要書・経営評価表の公表（９月）
・低評価法人に対する対応措置検討・議会対応（１２月）

（「赤字法人数」の評価がＤとなった理由）

補助・委託事業の減少、不況による寄附金収入等の減収の
中、さらなる経営合理化に努めましたが、特に自主収益事業
が少ない公益的法人の損益状況が悪化したため、目標に達し
ませんでした。

２ 数値目標及び実績

指 標 名 単位 現状（年度） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

■赤字法人数 目 標 13 12 11 10 9

法人 実 績 （２０年度） 14

評 価 Ｄ


